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羽幌町地域防災計画(資料編)修正対照表
	番号
	頁
	現行計画(令和３年４月)
	修正案
	改正理由
	重要度
	備　考

	9
	2
	67
	被災者生活再建支援制度
	
	内容・資格・条件等

	目的
	　自然災害によりその生活基盤に著しい被害を受けた者であって、経済的理由等によって自立して生活を再建することが困難なものに対し、都道府県が相互扶助の観点から拠出した基金を活用して、被災者生活再建支援金を支給することにより、その自立した生活の開始を支援することを目的とする。

	制度の対象となる自然災害
	（1）対象となる自然災害
①災害救助法施行令第1条第1項第1号又は2号に該当する被害が発生した市町村における自然災害
②10世帯以上の住宅が全壊する被害が発生した市町村における自然災害
③100世帯以上の住宅が全壊する被害が発生した都道府県における自然災害
④5世帯以上の住宅が全壊する被害が発生し、①～③に隣接する市町村（人口10万人未満に限る）における自然災害
（2）支援対象世帯
・住宅が全壊した世帯
・住宅が半壊し、倒壊防止等のやむを得ない事由により住宅を解体した世帯
・災害が継続し、長期にわたり居住不可能な状態が継続することが見込まれる世帯
・住宅が半壊し、大規模な補修を行わなければ住宅に居住することが困難である世帯（大規模半壊世帯）

	支給条件
	（1）対象となる自然災害
下表に示す限度額の範囲内で、①～⑧の経費に対して支給される。
	
	合　　計
	
	

	
	
	①～④
	⑤～⑧

	複数（2人以上）世帯
	300万円
	100万円
	200万円

	単数（1人）世帯
	225万円
	75万円
	150万円


①通常又は特別な事情により生活に必要な物品の購入費又は修理費
②自然災害により負傷し、又は疾病にかかった者の医療費
③住居の移転費又は移転のための交通費
④住宅を賃借する場合の礼金
⑤民間賃貸住宅の家賃・仮住まいのための経費（50万円が限度）
⑥住宅の解体（除却）・撤去・整地費
⑦住宅の建設、購入又は補修のための借入金等の利息
⑧ローン保証料、その他住宅の建替等に係る諸経費
（注）大規模半壊世帯は⑤～⑧のみ対象（100万円が限度）
（注）長期避難世帯の特例として避難指示が解除された後、従前居住していた市町村内に居住する世帯は、更に①、③の経費について合計金額の範囲内で70万円を限度に支給
（注）他の都府県へ移転する場合は⑤～⑧それぞれの限度額の1/2
（2）支給に係るその他の要件
	年収等の要件
	支給限度額

	
	複数世帯
	単数世帯

	（年収）≦500万円の世帯
	300万円
	225万円

	500万円＜（年収）≦700万円の世帯
	75万円
	150万円

	700万円＜（年収）≦800万円の世帯
かつ、世帯主が60歳以上又は要援護世帯
	150万円
	112.5万円


（注）要援護世帯：心神喪失・重度知的障がい者、1級の精神障がい者、1，2級の身体障がい者などを構成員に含む世帯

	補助金の交付
	　被災者生活再建支援法人が支給する支援金の2分の1に相当する額を国が補助



	被災者生活再建支援制度
	
	内容・資格・条件等

	目的
	　自然災害によりその生活基盤に著しい被害を受けた者に対し、都道府県が相互扶助の観点から拠出した基金を活用して、被災者生活再建支援金を支給することにより、その生活の再建を支援し、もって住民の生活の安定と被災地の速やかな復興に資することを目的とする。

	制度の対象となる自然災害
	（1）対象となる自然災害
①災害救助法施行令第1条第1項第1号又は2号に該当する被害が発生した市町村
②10世帯以上の住宅全壊被害が発生した市町村
③100世帯以上の住宅全壊被害住宅が発生した都道府県
④①又は②の市町村を含む都道府県で５世帯以上の住宅全壊被害が発生した市町村(人口10 万
人未満に限る)
⑤①～③の区域に隣接し、５世帯以上の住宅全壊被害が発生した市町村（人口10 万人未満に限
る）
⑥ ①若しくは②の市町村を含む都道府県又は③の都道府県が２以上ある場合に、５世帯以上の
住宅全壊被害が発生した市町村（人口１０万人未満に限る）２世帯以上の住宅全壊被害が発
生した市町村（人口５万人未満に限る）
※ ④～⑥の人口要件については、合併前の旧市町村単位でも適用可などの特例措置あり（合
併した年と続く５年間の特例措置）

	制度の対象となる被災世帯
	上記の自然災害により
①住宅が「全壊」した世帯
②住宅が半壊、又は住宅の敷地に被害が生じ、その住宅をやむを得ず解体した世帯
③災害による危険な状態が継続し、住宅に居住不能な状態が長期間継続している世帯
④住宅が半壊し、大規模な補修を行わなければ居住することが困難な世帯（大規模半壊世帯）
⑤住宅が半壊し、相当規模の補修を行わなければ居住することが困難な世帯（中規模半壊世帯）

	支援金の支給額
	世帯人数が１人の場合は、各該当蘭の金額の3/4の額
	
	基礎支援金
	加算支援金
	計

	
	(住宅の被害程度)
	(住宅の再建方法)
	

	①全壊
(損害割合50%以上)
②解体
③長期避難
	100万円
	建設・購入
	200万円
	300万円

	
	
	補修
	100万円
	200万円

	
	
	賃貸(公営住宅除く)
	50万円
	150万円

	④大規模半壊
(損害割合40%台)
	50万円
	建設・購入
	200万円
	250万円

	
	
	補修
	100万円
	150万円

	
	
	賃貸(公営住宅除く)
	50万円
	100万円

	⑤中規模半壊
(損害割合30%台)
	－
	建設・購入
	100万円
	100万円

	
	
	補修
	50万円
	50万円

	
	
	賃貸(公営住宅除く)
	25万円
	25万円




	支援金の支給申請
	（申請窓口）　　　　市町村
（申請時の添付書面）基礎支援金：罹災証明書、住民票等
加算支援金：契約書（住宅の購入、賃借等）等
（申請期間）　　　　基礎支援金：災害発生日から１３月以内
加算支援金：災害発生日から３７月以内
※　基礎支援金と加算支援金を同時に申請する必要はなく、最初に基礎支援金の申請を行い、
住宅の再建方法が決まってから加算支援金の申請をすることができる。



	北海道計画に整合
	重要
	

	10
	
	
	条例・協定等
	
	
	
	

	
	1
	68
	羽幌町防災会議条例
昭和38年3月18日
条例第7号

（目的）
第1条　この条例は、災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第16条第6項の規定に基づき、羽幌町防災会議（以下「防災会議」という。）の所掌事務及び組織を定めることを目的とする。
（所掌事務）
第2条　防災会議は、次に掲げる事務をつかさどる。
(1)　羽幌町地域防災計画を作成し、及びその実施を推進すること。
(2)　羽幌町水防計画を作成し、及びその実施を推進すること。
(3)　町長の諮問に応じて町の地域に係る防災に関する重要事項を審議すること。
(4)　前号に規定する重要事項に関し、町長に意見を述べること。
	Ｎ／Ｃ
	
	
	

	番号
	頁
	現行計画(令和３年４月)
	修正案
	改正理由
	重要度
	備　考

	
	
	
	(5)　前各号に掲げるもののほか法律又はこれに基づく政令によりその権限に属する事務
（会長及び委員）
第3条　防災会議は、会長及び委員をもつて組織する。
2 　会長は、町長をもつてこれを充てる。
3　会長は、会務を総理する。
4　会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員がその職務を代理する。
5　委員は、次に掲げる者をもつて充てる。
(1)　町長が指定する関係指定地方行政機関の職員のうちから当該関係指定地方行政機関の長が指名する者
(2)　北海道の知事がその部内の職員のうちから指名する者
(3)　町の区域の全部又は一部の管轄する警察署長又はその指名する職員
(4)　町長がその部内の職員のうちから指名する者
(5)　町の教育委員会の教育長
(6)　北留萌消防組合の消防長、消防署長、羽幌消防団長、天売消防団長及び焼尻消防団長
(7)　町長が指定する関係指定公共機関及び関係指定地方公共機関の職員並びに公共団体及び防災上重要な施設の管理者のうちから町長が任命する者
(8)　自主防災組織を構成する者又は学識経験のある者のうちから町長が任命する者
(9)　陸上自衛隊第26普通科連隊長又はその指名する自衛官
6　前項第1号、第2号、第7号及び第8号の委員の定数は20人以内とする。
7　第5項第7号及び第8号の委員の任期は2年とする。ただし、補欠の委員の任期は、その前任者の残任期
8　前項の委員は、再任されることができる。
（専門委員）
第4条　防災会議に専門の事項を調査させるため専門委員を置くことが出来る。
2　専門委員は、関係地方行政機関の職員、北海道の職員、町の職員、関係指定公共機関の職員、関係指定地方公共機関の職員及び学識経験のある者のうちから町長が任命する。
3　専門委員は、当該専門の事項に関する調査が終了したときは、解任されるものとする。
（部会）
第5条　防災会議は、その定めるところにより部会を置くことができる。
2　部会に属すべき委員及び専門委員は会長が指名する。
3　部会に部会長を置き、会長の指名する委員がこれに当たる。
4　部会長は部会の事務を掌理する。
5　部会長に事故があるときは、部会に属する委員のうちから部会長があらかじめ指名する者がその職務を代理する。
（議事等）
第6条　前各条に定めるもののほか、防災会議の議事その他防災会議の運営に関し必要な事項は、会長が防災会議にはかって定める。

附　則
この条例は、昭和38年4月1日から施行する。
附　則（平成元年9月25日条例第31号）
この条例は、公布の日から施行する。
附　則（平成12年3月3日条例第10号）
この条例は、平成12年4月１日から施行する。
附　則（平成17年6月24日条例第21号）
この条例は、公布の日から施行する。
附　則（平成24年9月28日条例第26号）
この条例は、公布の日から施行する。
附　則（平成27年9月29日条例第29号）
この条例は、公布の日から施行する。
附　則（令和2年3月17日条例第8号）
この条例は、公布の日から施行する。
	
	
	
	

	
	2
	70
	羽幌町災害対策本部条例
昭和38年3月18日
条例第8号

（目的）
第１条　この条例は、災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第23条の2第8項の規定に基づき、羽幌町災害対策本部に関し必要な事項を定めることを目的とする。
（組織）
第2条　災害対策本部長は、災害対策本部の事務を総括し本部の職員を指揮監督する。
2　災害対策副本部長は、災害対策本部長を助け、災害対策本部長に事故あるときはその職務を代理する。
3　災害対策本部員は、災害対策本部長の命令を受け災害対策本部の事務に従事する。
（部）
第3条　災害対策本部長は必要と認めるときは、災害対策本部に部を置くことが出来る。
2　部に属すべき災害対策本部員は、災害対策本部長が指名する。
3　部に部長を置き、災害対策本部長の指名する災害対策本部員がこれに当たる。
4　部長は、部に事務を掌理する。
（雑則）
第4条　前各条に定めるもののほか、災害対策本部に関し必要な事項は、災害対策本部長が定める。
附　則
　この条例は、昭和38年4月1日から施行する。
附　則(平成24年9月28日条例第27号)
この条例は、公布の日から施行する。
	Ｎ／Ｃ
	
	
	

	番号
	頁
	現行計画(令和３年４月)
	修正案
	改正理由
	重要度
	備　考

	
	3
	71
	災害時等における北海道及び市町村相互の応援等に関する協定
	３項に整理
	
	
	

	
	4
	74
	北海道広域消防相互応援協定
	３項に整理
	
	
	

	
	5
	77
	北海道消防防災ヘリコプター応援協定
	３項に整理
	
	
	

	
	6
	79
	北海道地方における災害時の応援に関する申合せ
	３項に整理
	
	
	

	
	7
	81
	災害時の応援に関する協定
	３項に整理
	
	
	

	
	8
	83
	公共的団体等との防災協定一覧
	３項に整理
	
	
	

	
	9
	83
	災害時における相互応援に関する協定書（海老名市・羽幌町）
	３項に整理
	
	
	

	
	
	
	
	３　防災協定
(1) 自治体との協定等
ア　自治体との協定等一覧表
令和８年８月１日現在
	連番
	協定名
	協定先
	締結日

	1
	北海道消防防災ヘリコプター応援協定
	北海道内の市、町及び消防の一部事務組合
	H 8. 6.25

	2
	(北海道地方における災害時の応援に関する申合せ)
	北海道開発局長
	H22. 5.27

	3
	災害時の応援に関する協定
	北海道財務局長、北海道知事、北海道市長会長、北海道町村会長　
	H26. 3.28

	4
	災害時等における北海道及び市町村相互の応援等に関する協定
	北海道知事、北海道市長会長、北海道町村会長　
	H27. 3.31

	5
	(災害時等における北海道及び市町村相互の応援等に関する協定実施細目)
	北海道知事、北海道市長会長、北海道町村会長　
	H27. 4. 1

	6
	留萌管内８市町村災害時相互応援協定
	北海道留萌管内市町村（留萌市・増毛町・小平町・苫前町・初山別村・遠別町・天塩町）
	H29. 2. 6

	7
	北海道広域消防相互応援協定
	北海道内の市、町及び消防の一部事務組合
	協定H29.4.27
附則R 2.7. 1

	8
	災害時における相互応援に関する協定
	神奈川県海老名市
	R 1. 6.22


イ　北海道消防防災ヘリコプター応援協定
    Ｎ／Ｃ
ウ　北海道地方における災害時の応援に関する申合せ
Ｎ／Ｃ
エ　災害時の応援に関する協定
Ｎ／Ｃ
オ　災害時等における北海道及び市町村相互の応援等に関する協定
Ｎ／Ｃ
カ　災害時等における北海道及び市町村相互の応援等に関する協定実施細目
（趣 旨） 
第１条 この実施細目は、災害時等における北海道及び市町村相互の応援等に関する協定（以下「協定」とい
う。）第11条第２項の規定に基づき、協定の実施に関し必要な事項を定めるものとする。 
（連絡担当部局） 
第２条 協定第５条に規定する連絡担当部局は、別表第１のとおりとする。 
（応援等の要請の方法） 
第３条 協定第７条第１項に規定する応援等の要請は、電話、ファクシミリ、電子メール等により行うものと
し、後日速やかに応援等を行った道及び市町村に要請文書を提出するものとする。 
（応援等の要請等の連絡系統） 
第４条 協定第７条に規定する応援等の要請及び応援等の可否に関する通報の連絡系統は、別に定めるもののほ
か、別表第２を基本とする。 
（経費負担の内容等） 
第５条 協定第８条第１項に規定する応援等を受けた被災市町村（以下「要請市町村」という。）が負担する経
費の額は、次の各号に掲げる区分に応じ当該各号に定める額とする。 
(1) 職員の災害応急対策への従事 応援等を行った道及び市町村が別に定める規定に基づき算定した当該応
援等職員に係る旅費及び諸手当の合計額の範囲内の額 
(2)  備蓄物資及び資機材 当該物資及び資機材の時価評価額及び輸送費 
(3)  調達物資及び資機材 当該物資及び資機材の講入費及び輸送費 
(4)  車両、船艇、機械器具等借上料 燃料費、輸送費及び破損又は故障が生じた場合の修理費 
(5)  施設の提供 借上料 
(6)  その他協定に基づき実施した応援等に係る経費 その実施に要した額 
２  協定第８条第２項の規定により応援等に要した経費を一時繰替支弁した場合には、応援等を行った道及び
市町村は、当該経費の額を、知事及び市町村の長名による請求書により関係書類を添付の上、要請市町村に
請求するものとする。 
３  応援等に関する業務に従事した職員が当該業務により負楊し、疾病にかかり、又は死亡した場合には、地
方公務員災害補償法（昭和42年法律第121号）の規定に基づき、必要な補償を行うものとする。 
４  応援等に関する業務に従事した職員が業務上第三者に損害を与えた場合には、その損害が要請市町村の指
揮の下における業務により生じたものにあっては要請市町村が、要請市町村への往復の途中において生じた
ものにあっては応援等を行った道及び市町村が、当該損害を賠償するものとする。 
５  前各項の規定により難い場合については、要請市町村と応援等を行った道及び市町村とが協議して定める
ものとする。
	文言整理(文書構成、協定網羅、経年変化)
	重要
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	（その他） 
第６条 この実施細目に定めのない事項又は疑義を生じた事項については、その都度、道及び市町村が協議して
定めるものとする。 
附  則 
この実施細目は、平成27年３月31日から施行する。 
平成20年６月10日に締結された実施細則は、これを廃止する。 
この実施細目の締結を証するため、実施細目に知事、北海道市長会長及び北海道町村会長が記名押印の上、
各自１通を保有し、北海道市長会長及び北海道町村会長は、各市町村の長に対し、その写しを交付するもの
とする。 
平成27年３月31日 
北海道 
北海道知事 高 橋 はるみ 
北海道市長会 
北海道市長会長 田 岡 克 介 
北海道町村会 
北海道町村会長 寺 島 光一郎
キ　留萌管内８市町村災害時相互応援協定
留萌市、増毛町、小平町、苫前町、羽幌町、初山別村、遠別町、天塩町（以下「協定市町村」という。）は、災害
時における応急対策及び復旧対策（以下「応急対策等」という。）に係る相互の応援に関し、次のとおり協定を締結
する。
（協定の趣旨）
第１条　この協定は、協定市町村のいずれかの地域で、大規模な災害（災害対策基本法第２条第１号に規定する災害
をいう。）が発生した場合において、災害時に被災した市町村（以下「被災市　町村」という。）が応急対策等を
円滑に遂行できるように、協定市町村が被災市町村の要請に対　して、相互に応援を行うために必要な事項を定め
るものとする。
（連携体制）
第２条　協定市町村は、あらかじめ相互の応援のための連絡窓口を別表第１のとおり定め、災害が発生した場合に
は、速やかに必要な情報を相互に連絡するものとする。
（応援要請）
第３条　応援の円滑な実施を図るため、協定市町村を次の３地域に区分し、優先的に応援を要請するものとする。
（１）留萌南部地域　留萌市、増毛町、小平町
（２）留萌中部地域　苫前町、羽幌町、初山別村
（３）留萌北部地域　遠別町、天塩町
２　応援を要請された市町村（第７条の規定により自主応援活動する場合を含む。以下「応援市町村」という。）
は、自己の区域内の災害に対する応急対策を実施する必要がある場合等、や　　むを得ない事情がある場合を除
き、応援に努めるものとする。
（相互協力）
第４条　協定市町村において災害が発生し、被災市町村が独自では十分な応急措置が困難な場合においては、協定
市町村が加入する「災害時等における北海道及び市町村相互の応援に関する協定」　及び「北海道広域消防相互応
援協定」その他の災害応援協定に定めるもののほか、次条以下に定　めるところにより、他の協定市町村に対して
応援を要請することができるものとする。
（応援の種類）
第５条　応援の内容は、次の各号に掲げるものとする。
　     （１）食糧、飲料水及び生活必需品並びにその供給に必要な資機材の提供及びあっ旋
　     （２）救援及び救助活動に必要な車両等の提供及びあっ旋
　     （３）被災者の救出、医療、防疫並びに応急復旧等に必要な医薬品等の物資及び資機材の提供又はあっ旋
（４）救援及び応急復旧に必要な職員の派遣
　     （５）被災者の受け入れ及び収容に必要な施設・住宅等の提供
　     （６）被災した児童・生徒の受け入れ
　（７）物資等供給拠点及びボランティア活動などの支援
　     （８）被災地における行政事務の支援
　     （９）前各号に掲げるもののほか、要請があった事項
（応援要請手続）
第６条　応援を要請しようとする被災市町村は、次の事項を明らかにして、応援を要請するものとする。この場
合において、被災市町村は必要事項を記載した文書を後日、速やかに応援市町村に送付しなければならない。
　     （１）被害の状況
　     （２）前条第１号から第３号に掲げる応援を要請する場合にあっては、物資、車両、資機材の種類、品名及び数量
（３）前条第４号に掲げる応援を要請する場合にあっては、職員の職種、人数、業務内容
　     （４）前条第５号に掲げる応援を要請する場合にあっては、世帯数及び人数
　     （５）前条第６号に掲げる応援を要請する場合にあっては、児童・生徒の人数
　     （６）応援場所、応援場所への経路
  　　 （７）応援の期間
　     （８）その他必要な事項
（自主応援）
第７条　協定市町村は、前条の規定に関わらず、激甚な災害が発生し、通信の途絶等により被災市町村との連絡がとれない
場合、協定市町村は、自らの判断に基づき自主応援活動を行うことができる。
　     ２　自主応援活動を開始した場合は、被災市町村に応援の内容をできるだけ速やかに連絡するものとする。
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	（応援経費の負担）
第８条　応援に要した経費は、応援を受けた被災市町村において負担するものとする。
　    ２　被災市町村において前項の規定により負担する経費を支弁するいとまがない場合には、被災市町村の求めにより、応援市町村は、当該経費を一時繰替支弁するものとする。
　　　    なお、この場合、応援市町村は、当該経費の額を市町村長名による請求書により関係書類を添付の上、被災市町村に
請求するものとする。
３　前２項の規定により難い場合については、その都度、被災市町村と応援市町村が協議して定めるものとする。
      ４　協定市町村が自主応援を行った場合の費用については、前３項の規定を適用する。
（損害補償）
第９条　応援職員が応援業務により負傷し、疾病にかかり、又は死亡した場合には、地方公務員災害補償法（昭和42年法律
第121号)の規定に基づき、必要な補償を行うものとする。
　   ２　応援職員が業務上第三者に損害を与えた場合には、その損害が応援業務中に生じたものにあっては要請した被災市町村が、被災市町村への往復の途中において生じたものにあっては応援市町村が、当該損害を賠償するものとする。
　    ３　前各項の規定により難い場合については、被災市町村と応援市町村とが協議して定めるものとする。
（効力の発生）
第10条　この協定は、協定を締結した日から効力を発生するものとする。
（その他）
第11条　この協定に定めのない事項については、協定市町村が協議して決定するものとする。

　 この協定を証するため、協定市町村は署名のうえ、各自１通を保管するものとする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２９年２月６日　　
          　　　　　　　　　　　　　　　　　　　留　　萌　　市　　長
          　　　　　　　　　　　　　　　　　　　増　　毛　　町　　長
          　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小　　平　　町　　長
          　　　　　　　　　　　　　　　　　　　苫　　前　　町　　長
　        　　　　　　　　　　　　　　　　　　　羽　　幌　　町　　長
          　　　　　　　　　　　　　　　　　　　初 山 別　　村　　長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　遠　　別　　町　　長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　天　　塩　　町　　長
ク　北海道広域消防相互応援協定
Ｎ／Ｃ
ケ　災害時における相互応援に関する協定
神奈川県海老名市と北海道羽幌町（以下「協定市町」という。）は、災害対策基本法（昭和36年法律第223号。以下「法」
という。）第８条第２項第12号の規定に基づき、災害時における相互応援に関する協定を次のとおり締結する。
　　　（趣旨）
第１条　この協定は、協定市町のいずれかの地域に係る災害が発生した場合において、法第67条第１項の規定に基づき、
応急措置を実施するための相互応援を迅速かつ円滑に実施するため、必要な事項を定めるものとする。
　    （応援の種類）
第２条　応援の種類は、次の各号に掲げるとおりとする。
　          (１)　食料、飲料水、生活必需品及びその供給に必要な資機材の提供
　          (２)　救援及び救助活動に必要な車両等の提供
　          (３)　被災者の救出、医療、防疫及び施設の応急復旧活動等に必要な物資及び資機材の提供
　          (４)　救援、医療、防疫及び応急復旧活動に必要な職員の派遣
　          (５)　被災者を一時収容するための施設の提供又は斡旋
　          (６)　前各号に掲げるもののほか、要請があった事項
　    （応援要請の手続）
第３条　応援を要請する市町（以下「被災市町」という。）は、次の事項を明らかにして、第８条第１項に定める連絡担
当部局に対して、電話等の通信手段により要請し、後日、速やかに文書を送付するものとする。
　          (１)　被害の状況
　          (２)　前条第１号から第３号までに掲げる応援を要請する場合にあっては、物資、車両、資機材の種類、品名、数量等
　          (３)　前条第４号に掲げる応援を要請する場合にあっては、職員の職種及び人数並びに業務内容
　          (４)　前条第５号に掲げる応援を要請する場合にあっては、世帯数及び人数
(５)　応援場所及び応援場所への経路
(６)　応援期間
(７)　その他必要な事項
　    （応援の実施）
第４条　応援を要請された市町（以下「応援市町」という。）は、法令その他特別に定めがある場合を除くほか、
これに応じ応援活動に努めるものとする。
　    （応援のため派遣された職員の指揮）
第５条　応援のため派遣された職員は、被災市町の長等の指揮の下に活動するものとする。
　    （経費の負担）
第６条　応援に要した経費は原則として被災市町の負担とする。
２　前項の規定により難い場合には、その都度、協議して定めるものとする。
　    （損害賠償等）
第７条　応援活動に従事した職員が、その活動により死亡し、負傷し、若しくは疾病にかかり、又は障害の状態となっ
た場合は、その職員又はその遺族若しくは被扶養者に対する補償は、応援市町が対応するものとする。
２　応援活動に従事した職員が、業務上第三者に損害を与えた場合において、その損害が被災市町への往復途
中に生じたものを除き、被災市町がその賠償の責めを負うものとする。
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	　    （相互応援体制の整備）
第８条　協定市町は、あらかじめ相互応援に関する連絡担当窓口を定め、災害が発生したときは、速やかに情報
交換を行うものとする。
　    （他の協定との関係）
第９条　この協定は、協定市町が既に締結している協定及び個別に締結する災害時の相互応援に関する協定を妨
げるものではない。
　    （その他）
第１０条　この協定の実施に関して必要な事項及びこの協定に定めのない事項は、協定市町が協議して定めるも
のとする。
２　この協定の締結を機に、平時から、様々な分野での交流を行っていくこととする。

この協定を証するため、本協定書２通を作成し、双方署名押印の上、各１通を保有する。

令和元年６月22日
神奈川県海老名市勝瀬175番地の１
神奈川県海老名市
市長　内　野　　　優
北海道苫前郡羽幌町南町１番地の１
北海道羽幌町
町長　駒　井　久　晃
(2) 民間企業・団体との協定等
ア　民間企業・団体との協定等一覧表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　            令和８年１０月１６日現在
	連番
	協定名
	協定先
	締結日

	1
	災害発生時における羽幌町内郵便局と羽幌町の協力に関する協定
	郵便局株式会社羽幌郵便局　
	H20. 7. 1

	2
	災害時における応急対策業務に関する相互協定
	道北電気工事業協同組合　
	H20. 7. 1

	3
	災害時における応急生活物資の調達に関する協定書
	羽幌町商工会　
	H20.12.19

	4
	災害時における公共施設の応急対策業務に関する協定
	羽幌建設協会　
	H21. 1. 1

	5
	災害対応型自動販売機による協働事業に関する協定書
	北海道コカ・コーラボトリング株式会社　
	H21. 4.22

	6
	災害時における燃料等の供給の協力に関する協定書
	留萌地方石油業協同組合　
	H21. 7.27

	7
	災害等の発生時における羽幌町と北海道エルピーガス災害対策協議会の応急・復旧活動の支援に関する協定
	北海道エルピーガス災害対策協議会　
	H22. 9.6

	8
	災害時における遺体搬送等の協力に関する協定書
	一般社団法人全国霊柩自動車協会
	H26. 8. 1

	9
	災害時における物資の緊急・救援輸送等に関する協定
	一般社団法人　旭川地区トラック協会・旭川地区トラック協会留萌支部
	H27. 2.25

	10
	災害時の物資供給及び店舗営業の継続又は早期再開に関する協定
	株式会社セブン‐イレブン・ジャパン
	H29. 3.28

	11
	災害時における電子関連物品等の供給に関する協定
	株式会社オウルテック
	R 2. 8.20

	12
	災害時における応急対策業務に関する相互協定
	道北電気工事業協同組合留萌支部
	R 3.11. 1

	13
	大規模災害時における相互協力に関する基本協定
	北海道電力株式会社及び北海道電力ネットワーク株式会社
	R 3.12. 1

	14
	災害時における地図製品等の供給等に関する協定
	株式会社ゼンリン
	R 4. 2. 3

	15
	災害に係る情報発信等に関する協定
	ヤフー株式会社
	R 4. 8. 8

	16
	災害時における応急生活物資供給の協力に関する協定書
	DCMニコット株式会社
	R 8. 5. 1

	17
	災害時における応急仮設住宅(移動式木造住宅)の建設に関する協定書
	一般社団法人ムービングハウス協会
	R 8. 5. 7

	18
	災害時協力協定書
	一般財団法人北海道電気保安協会
	R 8. 5.14

	19
	包括連携協定書
	ヤマト運輸株式会社道北主管支店
	R 8. 6.16

	20
	災害時における応急生活物資の供給等に関する協定
	株式会社セコマ
	R 8. 6.17

	21
	津波時における一時避難施設としての使用に関する協定書
	セントラルリーシングシステム株式会社
	R 8. 9.11
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	災害時等における船舶による人員等の輸送に関する協定書
	羽幌沿海フェリー株式会社
	R 8. 9.29

	23
	災害時等におけるバスによる人員等の輸送に関する協定書
	沿岸バス株式会社
	R 8. 9.30

	24
	
	カナモト

	


イ　災害発生時における羽幌町内郵便局と羽幌町の協力に関する協定
羽幌町内郵便局（以下「甲」という。）と羽幌町（以下「乙」という。）は、羽幌町内に発生した地震その他によ
る災害時において、甲及び乙が相互に協力し、必要な対応を円滑に遂行するために、次のとおり協定する。
（定義）
第1条 この協定において、「災害」とは、災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第２条第１号に定める
被害をいう。
（協力要請）
第2条 甲及び乙は、羽幌町内に災害が発生し、次の事項について必要が生じた場合は、相互に協力を要請する
ことができる。
（１）郵便局ネットワークを活用した広報活動
（２）被災者の避難先及び避難者リスト等の情報を相互に提供
（３）甲が所有する車両を緊急車両等として業務に支障のない範囲で提供
　　　　　　　　（車両配備局に限る）
（４）郵便事業株式会社の災害特別事務取扱い、株式会社ゆうちょ銀行の非常払及び株式会社かんぽ生命保険
の非常取扱いについて各社から要請があった場合の取扱い
（５）前各号に掲げるもののほか、要請のあったもののうち協力できる事項
（協力の実施）
第3条 甲及び乙は、前条の規定により要請を受けたときは、その緊急性に鑑み、業務に支障のない範囲内にお
いて協力するものとする。
（会議）
第4条 甲は、業務の遂行に支障のない範囲内で、乙が開催する防災会議に出席する。
（訓練）
第5条 甲は、業務の遂行に支障のない範囲内で、乙が行う防災訓練に参加する。
（経費の負担）
第6条 第２条に規定する協力要請に対して、協力した者が要した経費については、法令その他に別段の定めが
あるものを除くほか、適正な方法により算出した金額を、要請した者が負担する。
２　前項の規定により、負担すべき金額は、適正な方法により算出するものとし、甲乙協議の上、決定するも
のとする。
（災害情報連絡体制の整備）
第７条　甲及び乙は、安否情報等の連絡体制を整備するため、その方策について協議するものとする。
（情報の交換）
第８条　甲及び乙は、相互の防災計画の状況、協力要請事項に関し、必要に応じて情報交換を行う。
（連絡責任者）
第９条　この協定に関する連絡責任者は、それぞれ次のとおりとする。
　　　　　甲　郵便局株式会社羽幌郵便局長
　　　　　乙　羽幌町防災担当課長
（協議）
第10条　この協定に定めのない事項及びこの協定に関し疑義が生じた場合は、両者で協議し決定する。
（有効期間）
第11条　この協定の有効期間は、平成20年７月１日から平成25年３月31日までとする。ただし、甲又は乙から書
面による解約の申し出がないときは、有効期間最終日から起算し、さらに１年間効力を有するものとする。

この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙双方が押印のうえ、各自１通を保有する。

　平成２０年　７月　１日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　甲　　羽幌町南大通３丁目
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　羽幌町内郵便局
代表　郵便局株式会社羽幌郵便局長　松　田　　　肇　　㊞

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　乙　　羽幌町南町１番地の１
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　羽幌町
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  羽幌町長　　　　　　　　　　舟　橋　泰　博　　㊞
ウ　災害時における応急対策業務に関する相互協定
（目的）
第1条 この協定は、羽幌町域内に地震、豪雨、豪雪、暴風、その他の異常な自然現象又は大規模な火事、爆発、
その他の大規模な事故により生ずる災害が発生し、又は発生するおそれがある場合（以下「災害時」という。）
に、羽幌町（以下「甲」という。）と道北電気工事業協同組合（以下「乙」という。）とが相互に協力して、羽幌
町公共建築物等の電気設備に係る機能の確保及び回復等、早期復旧を図ることと甲が必要と認める災害応急対策
活動について、甲と乙が協力し、迅速かつ的確に対応することを目的として、災害応急対策業務に関する事項に
ついて定めるものとする。
（災害応急対策業務）
第2条 甲は、前条の目的を達成するために、乙の協力が必要と認めたときは、乙に対し次に掲げる災害応急対策
業務について協力を要請するものとする。
(1)  被災するおそれがある又は被災した甲が所有する施設の設備等の応急処置及び復旧に関すること。
(2)  前号に掲げるもののほか、甲が必要と認めた業務に関すること。
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	（災害応急対策業務）
第3条 甲は、前条の目的を達成するために、乙の協力が必要と認めたときは、乙に対し次に掲げる災害応急対策
業務について協力を要請するものとする。
	
	
	

	
	
	
	
	(1)  被災するおそれがある又は被災した甲が所有する施設の設備等の応急処置及び復旧に関すること。
(2)  前号に掲げるもののほか、甲が必要と認めた業務に関すること。
（協力事項の発動）
第4条 この協定に定める災害時の協力事項は、原則として甲が「羽幌町災害対策本部」を設置し、乙に対して要
請を行ったときをもって発動する。
２　前項の要請は、羽幌町災害対策本部長が行うものとする。　ただし、本部長から乙に対して要請することが
困難な事情が発生した場合には、本部長を代行するものが乙に要請することができる。
（災害応急対策業務の協力要請）
第5条 災害時において甲が必要とするときは、甲は乙に対して災害応急対策業務についての協力を要請すること
ができる。
（災害応急対策業務の協力実施）
第6条 乙は、前条の要請を受けた場合は、やむを得ない事情がない限り、他の業務に優先して、当該要請に応じ
るものとする。　
　   （要請手続等）
第６条　第４条による要請は、次の各号に掲げる事項を明確にした文書（災害応急対策業務協力要請書（様式第１
号））をもって行うものとする。
　　     ただし緊急を要する場合は、口頭又は電話等をもって要請し、事後に災害応急対策業務協力要請書（様式第１号）
を提出するものとする。
(1)  出動場所
(2)  災害の状況
(3)  応急対策業務の内容
(4)  その他必要な事項
（報告）
第７条　乙は、甲が要請した災害応急対策業務を実施したときは、次に掲げる事項を明確にした文書（災害応急対
策業務報告書（様式第２号））により甲に報告するものとする。
　     (1)  従事期間
(2)  従事者数
(3)  使用資機材の種類及び数量
(4)  その他必要な事項
　 （費用負担）
第８条　第５条の規定により乙が実施した応急対策業務に要した費用については、甲が負担するものとする。
２　前項に規定する費用は、災害発生時直前における適正価格を基準として、甲乙協議の上で決定するものとす
る。
　 （費用の請求）
第９条　前条に規定する費用は、災害応急対策業務を終了し、甲が指定する職員の確認を受けた後、乙の作成した請
求書により請求するものとする。
　 （費用の支払）
第10条　甲は、前条の規定により乙から費用の支払い請求があった場合は、速やかに乙に支払うものとする。
　 （その他必要な支援）
第11条　この協定の実施に関し、必要な細部手続及びこの協定に定めのない事項は、甲乙協議して定めるものとす
る。
（発効）
第12条　この協定は、平成２０年７月１日から発効する。

　   この協定の成立を証するため、本書２通を作成し当事者記名押印の上各１通を保有する。

平成２０年　７月　１日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　甲　　羽幌町南町１番地の１　　　　　　
羽幌町長　舟　橋　泰　博　　　　

                                                              乙　　旭川市３条11丁目左７号　　　　　
道北電気工事業協同組合　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　理事長　　平　出　　昭　
エ　災害時における応急生活物資の調達に関する協定書
羽幌町長　舟橋　泰博（以下「甲」という。）と羽幌町商工会　会長　有澤　　護（以下「乙」という。）とは、次
のとおり協定を締結する。
（目的）
第1条 この協定は、災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第２条第１号に規定する災害が発生した場合に
おいて、応急生活物資（以下「物資」という。）の確保を行い、必要に応じて被災者に供給することにより、災
害時における町民生活の安定を図ることを目的とする。
（要請）
第２条　甲は、物資を調達する必要があると認めたときは、乙に対し物資の供給を要請する。
（調達物資の範囲）
第３条　甲が乙に供給を要請できる物資は、別表に掲げるもののうち、要請時点で乙が調達可能な物資とする。
２　前項の内容については、甲乙適宜協議し、変更することができる。
（要請の方法）
第４条　第２条に規定する要請は、文書をもって行うものとする。ただし、緊急の場合は、口頭で要請し、その後
速やかに文書を提出するものとする。
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	（要請に基づく乙の措置）
第5条 乙は、第２条に規定する要請を受けたときは、速やかに当該物資を調達するとともに、その調達の状況を
甲に連絡するものとする。
	
	
	

	
	
	
	
	　   （引渡し）
第６条　物資の引渡し場所は、甲が指定し、甲が指名した者に受領させるものとする。
　   （費用負担）
第７条　甲の要請を受け、乙が調達した物資の費用（引渡しまでの運賃等を含む。）は、甲が負担する。
　   （代金の請求）
第8条 乙は、第６条に規定する甲の受領後、甲から要請され供給した物資の代金を甲に請求する。この場合にお
いて、物資の価格は災害発生直前の価格を基準とする。
　   （代金の支払い）
第９条　甲は、乙から物資の代金の請求があった場合、請求日から30日以内に、その代金を支払うものとする。
　   （協定有効期間）
第１０条　この協定は、協定締結の日から効力を有するものとし、協定の終了については、甲乙当事者間で協議し、
両者了解の上、文書をもって行うものとする。
　   （協議）
第１１条　この協定に定めのない事項又は疑義が生じた事項については、甲乙協議の上、定めるものとする。

この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各１通を保有するものとする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２０年１２月１９日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　甲　　苫前郡羽幌町南町１番地の１
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   羽幌町長　舟　橋　泰　博
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                    乙　　苫前郡羽幌町南３条２丁目３番地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                  羽幌町商工会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                  会　長　  有　澤　　　護
オ　災害時における公共施設の応急対策業務に関する協定
　   羽幌町長　舟橋　泰博（以下「甲」という。）と羽幌町建設協会　会長　忠津　　章（以下「乙」という。）とは、
次のとおり協定を締結する。
（目的）
第1条 この協定は、羽幌町地域防災計画に基づき、災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第２条第１号に規
定する災害が発生した場合において、甲の要請により乙が公共施設の早期復旧等を行うことにより、災害時にお
ける町民生活の安定を図ることを目的とする。
（業務内容）
第２条　甲の要請より乙が行う業務（以下「応急対策業務」という。）は、次のとおりとする。
(1)  甲が設置又は管理する公共施設の損壊箇所の応急復旧
(2)  生活に支障のある障害物等の除去
(3)  避難所等において生活物資の確保が必要な場合におけるその輸送
(4)  その他甲の要請により乙が実施可能と判断した業務
　  （協力要請）
第2条 甲は、応急対策業務の必要があると認めたときは、乙に対し、応急対策業務の内容を出来る限り具体的に
示し、協力を要請するものとする。
２　甲と乙との間で連絡が取れない場合で、乙が緊急に応急対策業務の必要があると判断し実施した場合は、第
１項で規定する甲の要請があったものとみなす。
（費用の負担）
第４条　前条に基づき乙が実施した応急対策業務の費用は、甲が負担する。
　  （業務の実施）
第５条　乙は第３条の要請があったときは、直ちに乙に所属する会員（別紙参照）に応急対策業務を実施させるも
のとし、当業務を行う企業等（以下「企業」という。）を甲に報告するものとする。
２　甲と企業は、羽幌町契約規則（昭和40年羽幌町規則第４号）の規定に基づき、速やかに応急対策業務に係る
契約を締結するものとする。
３　乙から応急対策業務の実施を指示された企業は、直ちに応急対策業務を実施するものとし、当該応急対策業
務の現場責任者、出動時間及び使用する建設資機材等を甲に報告するものとする。
４　企業が応急対策業務を実施する場合は、甲の指示によるものとする。
５　第３条第２項の規定により応急対策業務を実施した場合は、乙はその結果を速やかに甲に報告するものとす
る。
（建設資機材等の報告）
第６条　乙は、応急対策業務を実施するために乙に所属する会員等が保有する建設し機材等を把握し、毎年４月に
甲に報告するものとする。
（協定有効期間）
第７条　この協定は、協定締結の日から効力を有するものとし、協定の終了については、甲乙当事者間で協議し、
両者了解の上、文書をもって行うものとする。
（協議）
第８条　この協定に定めのない事項又は疑義が生じた事項については、甲乙協議の上、定めるものとする。
　
この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各１通を保有するものとする。
平成２１年１月１日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　甲　　苫前郡羽幌町南町１番地の１
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　羽幌町長　舟　橋　泰　博
乙　　苫前郡羽幌町南町４番地
	
	
	

	番号
	頁
	現行計画(令和３年４月)
	修正案
	改正理由
	重要度
	備　考

	
	
	
	羽幌町建設協会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会　長　　忠　津　　　章
	
	
	

	
	
	
	
	カ　災害対応型自動販売機による協働事業に関する協定書
羽幌町（以下「甲」という。）と北海道コカ・コーラボトリング株式会社（以下「乙」という。）は、北海道と乙と
の間で平成１８年１２月２２日付締結した「災害時における飲料の供給等防災に関する協力協定」（以下「防災協力
協定」という。）に基づき、甲の地域において災害対応型自動販売機により取り組む協働事業について、次のとおり
協定を締結する。
（目的・協働事業）
第1条 本協働事業は、防災協力協定に基づき、地域及び住民の安全・安心の補完、平常時からの防災意識の
高揚による地域防災力の強化並びに地域振興活動の充実を目的として、乙所有のネットワーク接続された災害
対応型自動販売機（電光掲示機能搭載型）を通して、次のサービスを提供するものである。
(1) 災害対応型自動販売機の電光掲示板による甲の地域情報、行政情報、災害情報、気象情報等（以下「情報」
という。）の提供。
(2) 甲の災害基準により対策本部が設置された場合などの緊急時（以下「緊急時」という。）における災害対応型
自動販売機内在庫飲料の無償提供（以下「商品提供」という。）。
（情報提供に関する事項）
第２条　　災害対応型自動販売機の電光掲示板に掲示する情報の管理は甲が行うこととし、これによって生じる責
任について、乙は一切負わないものとする。
２．　電光掲示板の保全に要する費用及び電光掲示情報の送信等に係る費用は乙が負担するものとする。
（商品提供に関する事項）
第2条 乙は、緊急時の認定及び商品提供の実行権限を甲に委任するものとする。甲がその商品提供の開始時
期を決定した場合は、可能な限り事前に電話等にてその旨を乙に報告するものとし、後日速やかに報告書（様
式１）を乙に提出するものとする。
（災害対応型自動販売機の設置施設）
第４条　　災害対応型自動販売機の設置施設は、別紙のとおりとする。
（連絡先）
第５条　　甲及び乙の連絡先は、次のとおりとする。
（甲の連絡先の表示）
	名称
	電話番号

	羽幌町 総務課（代表）
※夜間・休日は警備員が対応
	０１６４－６２－１２１１


（乙の連絡先の表示）
	名称
	電話番号

	留萌営業所（代表）
	０１６４－４２－３９５８

	本社総務部（夜間・休日／衛星携帯）
	０８０－１０１７－０１３８


（守秘義務）
第６条　　甲、乙は、協働事業の遂行にあたり、知り得たすべての情報及び相手方の営業上の秘密を、その目的・手段を問わず、第三者に漏洩してはならない。ただし、次に掲げる情報はこの限りではない。
(1)  開示又は知得の際、既に公知・公用となっているもの
(2)  開示又は知得の際、自己が所有していたもの
(3)  正当な権限を有する第三者から入手したもの
２．　前項に定める義務は、この協定の有効期間満了後も有効に存続するものとする。
（効力）
第７条　　この協定の有効期間は締結の日から１年間とし、有効期間満了までに甲乙双方又はいずれか一方から解約
等の意思表示がないときは１年間更新されるものとし、以降同様とする。
（協議）
第８条　　この協定に定めのない事項及びこの協定に定める事項に関し疑義が生じた場合は、甲及び乙が協議の上、
決定するものとする。

この協定の締結を証するため本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各１通を保有するものとする。

平成２１年４月２２日
甲　　　苫前郡羽幌町南町１番地の１
羽幌町長　　舟 橋　泰 博
乙　　　札幌市清田区清田一条一丁目２番１号
[image: ]北海道コカ・コーラボトリング株式会社
代表取締役社長　　 野　中 原
キ　災害時における燃料等の供給の協力に関する協定書
羽幌町(以下「甲」という。)と留萌地方石油業協同組合(以下「乙」という。)とは、次のとおり協定を締結する。
(趣旨)
第１条　この協定は、羽幌町の区域内で災害が発生し又は発生するおそれがある場合(以下「災害時等」という。)に、
甲が行う応急活動等(以下「業務等」という。)に対する乙の協力に関し必要な事項を定める。
(協力の要請)
第２条  甲は、災害時等における業務等のため、乙に対し次に掲げる事項について、別記様式１の燃料等供給要請書に
より協力の要請をするものとする。
ただし、緊急の場合で文書により要請できないときは、電話等で要請し、事後速やかに文書により通知するものと
する。
(1)　甲が行う業務等に従事する車輛への燃料供給
(2)　甲が業務等を行う役場、施設、非常電源等への燃料供給
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	(3)　学校施設など避難場所の運営管理のための燃料供給
(4)　その他、燃料供給等に関し必要な事項
	
	
	

	
	
	
	
	(協力の実施)
第３条　乙は、前条の規定による甲の要請を受けたときは、優先供給に努めるものとする。
第４条　甲が乙に供給及び仕入れを要請する燃料は、次に掲げるものとする。
(1)　ガソリン、軽油、灯油、重油
(2)　 その他の燃料
(報告)
第５条　乙は、甲から要請された燃料供給等を行ったときは、速やかに甲に対して、次に掲げる事項を別記様式２の燃
料等供給報告書により報告するものとする。
(1)　燃料等の供給をした日時及び施設、車輛
(2)　燃料等の供給をした油種及び数量
(3)　その他必要な事項
(経費の負担)
第６条　乙が、この協定に基づく燃料供給等に要した経費は、甲が負担する。
２　前項の費用は、災害時等の直前における通常の価格を基準として、甲乙協議の上、決定するものとする。
(情報の提供)
第７条　甲と乙は、災害時等の業務等を円滑に行うため連絡体制を定め、緊密な情報交換を行うものとする。
(損害賠償)
第８条　燃料供給等により、第三者に損害を与えた場合は、甲乙協議の上、対処するものとする。
(協議)
第９条　この協定に定めのない事項又は疑義の生じた事項については、甲乙協議の上決定するものとする。
(有効期間)
第10条　この協定の有効期限は、協定締結日からⅠ年間とする。ただし、有効期限満了日までに双方いずれからも解
約の意思表示がないときは、更新されたものとし、その後においても同様とする。

上記のとおり協定したことを証するため、本書２通を作成し、甲、乙署名押印の上、各自その１通を保有する。

平成２１年７月２７日
甲　羽幌町南町１番地の１
羽幌町
羽幌町長　　　舟　橋　泰　博
乙　留萌市本町３丁目３２番地
留萌地方石油業協同組合
理事長　　　　津　島　健　一
留萌地方石油業協同組合羽幌支部
支部長　　　　畑　　　史　彦
ク　災害等の発生時における羽幌町と北海道エルピーガス災害対策協議会の応急・復旧活動の支援に関する協定
羽幌町(以下「甲」という。)と北海道エルピーガス災害対策協議会(以下「乙」という。)は、羽幌町地域内に災害等が
発生し、又は発生するおそれがある場合(以下「災害等の発生時」という。)における応急・復旧活動の支援に関して必要
な事項を定め、次のとおり協定を締結する。
(用語の定義)
第１条　この協定における「災害等」とは、災害対策基本法(昭和３６年法律第２２３号)第２条第１項に定める災害、武
力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律(平成１６年法律第１１２号)第２条第４項に定める武力攻
撃災害及び緊急対処事態(武力攻撃事態等における我が国の平和と独立並びに国及び国民の安全の確保に関する法律(平成
１５年法律第７９号)第２５条第１項に規定する緊急対処事態をいう。)により直接又は間接に生じる人的、物的災害をい
う。
(協力体制の確保)
第２条　災害等の発生時に必要な応急・復旧活動を行うため、甲は、乙に対して情報提供及び第４条の規定による要請を
行うこととし、乙は、それを受け乙の会員事業者に対して必要な指示を行うものとする。
(応急・復旧活動支援の範囲)
第３条　この協定の対象となる応急・復旧活動支援とは、次に掲げるものとする。
(1)　被災場所におけるＬＰガスの被害状況の情報提供
(2)　被災場所における応急処置及び復旧工事
(3)　避難場所等へのＬＰガスの供給及び供給に必要な関連機器の設置工事
(4)　ＬＰガス供給停止が長期となった場合の簡易コンロ等の手配
(5)　大規模火災現場におけるＬＰガス設備の撤去等の安全対策
(6)　その他甲が必要とする要請事項
(応急・復旧活動の支援要請)
第４条　甲は、災害等の発生時に必要があると認めるときは、乙に対し応急・復旧活動の支援を要請できるものと
する。要請は、原則として文書によるものとする。ただし、緊急を要する場合は、口頭又は電話等で要請し、そ
の後速やかに文書を提出するものとする。
(災害対策本部会議等への参加)
第５条　乙は、甲の要請があった場合、甲が設置する羽幌町災害対策本部会議、及び羽幌町国民保護対策本部会議
にその職員を出席させ、又は派遣するものとする。
(応急・復旧活動支援の実施)
第６条　乙は、甲の要請により応急・復旧活動の支援を行う場合、積極的な協力に努めるものとする。
(費用の負担)
第７条　乙が甲の要請による応急・復旧活動の支援に要した費用(人件費は除く。)は、原則として甲が負担する。
２　前項の費用は、災害発生直前における適正な価格を基準として、甲と乙が協議のうえ決定するものとする。
３　乙が要した費用の支払い方法等は、甲乙協議によるものとし、甲はその支払いに責任を負うものとする。
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	(災害の補償)
第８条　甲の要請により応急・復旧活動の支援業務に従事した者が、その業務により負傷し、若しくは疾病にかか
り、又は死亡した場合の災害補償については、乙の会員事業者が使用者責任において行うものとする。
(損害の負担)
第９条　乙が甲の要請による応急・復旧活動の支援を行ったことにより生じた物的損害の負担について、その割合
は、その都度、甲乙協議し定めるものとする。
(防災意識の向上等)
第10条　乙は、この協議会活動を通じて、ＬＰガスの備蓄、緊急時対応設備の整備を日常的に行うほか、甲が行
う防災訓練に参加するなど、会員の防災意識の向上に努めることとし、甲は、乙に対して必要な協力を行うもの
とする。
(協議事項)
第11条　この協定に定める事項に疑義が生じたとき、又はこの協定に定めのない事項が生じたときは、甲乙協議
のうえ定めるものとする。
(有効期間)
第12条　この協定はね協定締結の日からその効力を有するものとし、甲乙いずれからも文書をもって協定終了の
通知をしない限り、その効力を持続するものとする。

この協定の締結を証するため本書２通を作成し、甲乙記名の上押印各自１通を保有する

平成２２年９月６日
甲　羽幌町南町１－１
羽幌町
羽幌町長　　　舟　橋　泰　博
乙　留萌市開運町３丁目４番１６号
北海道エルピーガス災害対策協議会
現地本部長　櫛井　二三夫
災害現地本部長
羽幌分会長　森　  淳

ケ　災害時における遺体搬送等の協力に関する協定書
羽幌町（以下「甲」という。）と一般社団法人全国霊柩自動車協会（以下「乙」という。）は、災害時における甲
に対する協力について、次のとおり協定を締結する。
（目的）
第１条　この協定は、甲において地震、風水害、その他大規模な災害等により、多数の死者が発生した場合に、
甲の行う災害対策に対して、遺体搬送や搬送機材等の提供を乙の会員が協力することにより、迅速、かつ円滑
に行うため、必要な事項を定めるものとする。
（協力）
第２条　甲は、災害時に、乙の協力が必要と認める時は、次に掲げる事項について乙に要請し、乙はやむを得な
い事由のない限り、通常業務より優先して協力するものとする。
　        （１）霊柩自動車等による遺体搬送
　        （２）遺体搬送等に必要な資機材及び消耗品並びに作業等の役務の提供
（３）その他、遺体搬送等に必要な事項
（協力の要請）
第３条　前条の規定による協力は、次に掲げる事項を記載した災害時協力要請書（第１号様式）をもって行うも
のとする。ただし、やむを得ない事態が発生した時、甲は、電話、ファクシミリ等で要請し、その後速やかに
災害時協力要請書を乙に送付するものとする。
　        （１）要請を行った者の職名及び氏名
　（２）要請の日時
（３）要請の理由
　        （４）要請の内容
　        （５）要請の場所（駐車スペース、宿泊スペース等）
（６）協力を要請する期間
　        （７）その他、要請に必要な事項
（報告）
第４条　乙は、第２条各号の規定による協力を実施した時は、次に掲げる事項を記載した災害時要請業務実施
報告書（第２号様式）をもって甲に報告するものとする。
（１）遺体搬送等に要した資機材及び消耗品の数量並びに当該作業の従事者数
　       （２）遺体搬送の回数及び搬送した遺体数
　       （３）その他、甲が乙に指示した事項
（経費の負担）
第５条　甲は、前条の規定により乙から報告があった場合は、甲の要請に相違ないことを確認のうえ、乙が要し
た経費について、甲が負担するものとする。
（経費の請求）
第６条　乙は、前条の規定による経費を甲に請求する場合は、甲の指定する方法により、一括して請求するもの
とする。
２　乙は、甲の要請事項の範囲を超える協力を行った場合、その部分の経費については、甲に対して請求でき
ない。
（経費の支払）
第７条　甲は、前条に基づき乙から請求があった場合は、乙が指定する支払先に速やかに支払うものとする。
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	（経費の決定）
第1条 第２条各号の協力に要した経費は、災害の発生直前における市場の適正な価格及び災害救助法（昭和２２
年法律第１１８号）を参考にして、甲、乙協議のうえ決定するものとする。
（支援体制の整備）
第2条 乙は、災害時における円滑な協力体制が図られるよう、広域における応援体制及び情報収集伝達体制の整
備に努めるものとする。
（連絡責任者）
第１０条　この協定の円滑な実施を図るため、甲、乙双方の連絡責任者を定めるものとする。ただし、期間の途中
において変更が生じた場合は、速やかに甲、乙相互に報告するものとする。
（１）甲　羽幌町　総務課長　
（２）乙　一般社団法人全国霊柩自動車協会所属　旭川霊柩自動車協会会長
（災害時の情報提供）
第１１条　乙は、協力業務の実施中に得た災害情報を、積極的に甲に提供するものとする。
（守秘義務）
第１２条　乙は、この協定による支援業務を行う場合において、知り得た個人情報を第三者に漏らしてはならない。
（通知）
第１３条　乙は、災害時における円滑な協力が図れるよう、この協定により協力できる乙の会員名簿を毎年３月末
までに、甲に通知するものとする。
（協議）
第１４条　この協定に定めのない事項、又はこの協定の解釈に疑義が生じた時は、その都度、甲、乙協議のうえ定
めるものとする。
（協定の適用）
第１５条　この協定の適用期間は、締結の日から１年間とする。ただし、有効期間満了の１箇月前までに、甲又は
乙が文書をもって協定終了の通知をしない限り、更に１年間延長するものとし、以後の期間についても同様とす
る。

この協定書の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印のうえ、各自１通を保有するものとする。

平成２６年８月１日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　                甲　苫前郡羽幌町南町１番地の1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                  羽幌町長　　舟橋　泰博
　　　　　　　　　　　　　　　　　　                乙　東京都新宿区四谷３丁目２番５
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一般社団法人 全国霊柩自動車協会 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                  会　長　　　一 　柳　　  鎨

コ　災害時における物資の緊急・救援輸送等に関する協定  
羽幌町(以下「甲」という。)と一般社団法人旭川地区トラック協会並びに旭川地区トラック協会留萌支部(以下
「乙」という。)は、甲の域内に地震、風水害その他大規模災害等が発生し、又は発生のおされがある場合(以下
「災害時等」という。)に必要な一般貨物自動車(以下「事業用自動車」という。)による物資の緊急・救援輸送等に
関して、次のとおり協定を締結する。
(事業用自動車の要請)
第1条 甲は乙に対し、次に掲げる事項を明示して「事業用自動車の供給要請書」(別記第１号様式)により事業
用自動車の供給を要請するものとする。ただし、文書をもって要請する時間に余裕がないときは、電話又は口
頭で要請し、その後、速やかに文書を交付するものとする。
(1)  災害の状況及び応援を要請する事由
(2)  応援を必要とする期間及び輸送区間
(3)  輸送品目及び数量
(4)  必要とする事業用自動車の車種こどの数及び人員
(5)  物資の積込み場所及び輸送先
(6)  その他参考となる事項
(交通規制地域の通行手続)
第２条  甲は、乙の緊急・救援輸送等を円滑に行うため出動要請したことを甲の管轄する警察署に通知し、乙が
行う通行許可申請手続に協力するものとする。
(緊急・救援輸送の報告手続)
第３条  乙は、緊急・救援輸送を行った場合には、速やかに甲に対して、次に掲げる事項を「緊急・救援輸送実
施報告書」(別記第２号様式)により報告するものとする。ただし、文書をもって報告する時間に余裕がないと
きは、電話又は口頭で報告し、その後、速やかに文書を提出する。
(1)  緊急・救援輸送を行った事業者
(2)  輸送に従事した事業用自動車の車種ごとの数及び登録番号並びに人員
(3)  走行距離
(4)  輸送期間及び輸送区間
(5)  輸送品目及び数量
(6)  物資の積込み場所及び輸送先
(7)  その他
(経費の負担)
第４条  甲が使用した事業用自動車に係る運賃及び料金並びに実費負担額(甲の指示又は同意に基づいて使用した
有料道路通行料、駐車場使用料金等をいう。以下同じ。)は、甲が負担するものとし、災害発生時に所管行政庁
に届けている運賃及び料金を基準として、甲・乙協議して決定するものとする。
(費用の支払い)
第５条  乙は、甲に提出した第３条の報告書により、甲の検査を受けた後、運賃及び料金並びに実費負担額を請
求するものとする。
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	２　甲は前項の規定による乙からの支払の請求があったときは、甲の規定に基づき、速やかに乙に支払うもの
とする。
(事故等)
第６条  乙の事業用自動車が故障その他の理由により運行を中断したときは、乙は速やかに当該事業用自動車を
交換して、その供給を継続しなければならない。
(損害の負担)
第７条  第１条の規定による業務により生じた損害の負担は、甲・乙協議して定めるものとする。
(情報交換)
第８条  甲及び乙は、この協定を円滑に推進するために事務担当者名簿を作成し、相互に交換するものとする。
(協定の有効期間)
第９条  この協定の有効期間は、協定締結日からⅠ年間とし、有効期間満了までに甲・乙双方、又はいずれか一
方からの解約等の意思表示がない場合は更新されるものとし、以降同様とする。
(協定の解除、改定)
第１０条  この協定は、甲、又は乙のいずれか一方の申し出があったときは、甲・乙協議して、協定の解除若し
くは一部を改定することができるものとする。
(協議)
第１１条  この協定に定めがない事項、及びこの協定に定める事項に疑義が生じた場合は、甲・乙が協議して、
決定するものとする。

この協定の締結を証するため本書２通を作成し、甲・乙記名押印の上、各１通を保有するものとする。

平成２７年２月２５日
甲　羽幌町
町長　   駒  井  久  晃
乙　旭川市流通団地２条４丁目
一般社団法人旭川地区トラック協会
会長　   窪  田  明規夫
(乙) 旭川地区トラック協会留萌支部
支部長　 真  田  和  夫

サ　災害時の物資供給及び店舗営業の継続又は早期再開に関する協定
羽幌町（以下「甲」という。）と株式会社セブン‐イレブン・ジャパン（以下「乙」という。）は、災害対策基本法
（昭和３６年法律第２２３号）に規定する地震・風水害その他災害が発生した場合、被災住民等を救助するための
物資（以下「物資」という。）の調達及び供給、並びにセブン‐イレブン店舗の営業継続又は早期営業再開に係る協力
に関して、次のとおり協定を締結する。
（要請）
第１条　甲は、次に掲げる場合において、物資を調達する必要があると認めるときは、乙に対し、その調達が可
能な範囲内で物資の供給を要請することができる。
（１）羽幌町に災害が発生し、又は発生するおそれがあるとき。
（２）羽幌町以外の災害について、関係自治体等から、物資の調達・あっせんを要請されたとき、又は甲が救援の
必要があると認めるとき。
（調達物資の範囲）
第２条　甲が乙に供給を要請する物資は、次に掲げるもののうち、要請時点で乙が調達可能な物資とする。
但し、甲から乙が要請を受けた時点で、物流ラインの断絶、セブン‐イレブン店舗への商品供給を優先する必要
性等により物資の供給ができないことがあることを勘案して、乙が物資の調達の可否を決定するものとする。
（１）食料品
（２）飲料
（３）日用品
（４）その他甲が指定する物資
（調達物資の数量）
第３条　甲は、必要がある場合に、乙に対し、要請時点で供給できる物資及びその数量等について照会することがで　　
きるものとする。
(要請の方法)
第４条　第１条の要請は、「物資発注書（別紙１）」により行うものとする。但し、緊急を要する場合は、口頭若しく
は電話その他の方法により要請し、その後速やかに文書を交付するものとする。
(物資の運搬、引き渡し)
第５条　物資の引渡し場所は、甲が状況に応じ指定するものとし、引渡し場所までの物資の運搬は、原則として乙が
行うものとする。
２　甲は、当該場所に職員又は甲の指定する者を派遣し物資を確認の上、引渡しを受けるものとする。
（費用）
第６条　甲は、物資を引き取った後、乙の請求に基づき速やかにその代金を乙に支払うものとする。
２　物資の代金は、災害発生時の直前における店頭販売価格を基準として、甲乙協議の上決定する。
３　前条の規定により乙が運搬を行った場合、掛かる費用は甲の負担とする。
（情報提供）
第７条　甲は、平時又は災害時において、乙に対し、防災・災害情報等を提供することができるものとし、乙は
提供を受けた情報等をセブン‐イレブン店舗を通じて来店者等に対し、情報提供するよう努めるもものとす
る。
（営業の継続又は早期再開）
第８条　甲は、住民の生活安定を確保するため、乙に対してセブン‐イレブン店舗の営業の継続又は早期営業再開
を要請することができる。
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	（連絡責任者の報告）
第９条　甲と乙は、この協定書の成立にかかる連絡責任者を協定締結後速やかに「連絡責任者届（別紙２）」によ
り相手方に報告するものとし、変更があった場合には直ちに相手方に報告するものとする。
（車両の通行）
第１０条　甲は、乙が物資を運搬及び供給する際の車両、及び店舗の営業継続又は早期再開を支援するための車
両を緊急通行車両として通行できるように、可能な限りの支援をするものとする。
（有効期間）
第１１条　この協定の有効期間は、協定締結の日から平成３０年３月３１日までとする。但し、この協定の有効
期間が満了する１ヶ月前までに、甲又は乙が書面により特段の申し出を行わないときは、有効期間が満了する
日から１年間この協定は更新され、その後も同様とする。
２　前項の規定にかかわらず、甲及び乙は、１ヶ月前までに相手方に書面により申し入れることにより、この
協定を終了することができる。
（協議）
第１２条　この協定書に定めのない事項は、その都度甲乙協議のうえ決定するものとする。

この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各１通を保有する。

平成２９年３月２８日
　　　　　　　　　　   甲　　　北海道苫前郡羽幌町南町1番地の1
　　　　　　　　　　　　　　　　 羽幌町長　　　駒　井　久　晃
                      乙　　　東京都千代田区二番町８番地８
                                   株式会社セブン‐イレブン・ジャパン
                                   代表取締役　　古　屋　一　樹

シ　災害時における電子関連物品等の供給に関する協定
 株式会社 オウルテック（以下「甲」という。）と北海道羽幌町（以下「乙」という。）は、災害時における電子関
連物品等（別紙に掲げるものをいい、以下「物品等」という。）の供給に関する協定を次のとおり締結する。
　   （趣旨）
第1条 この協定は、地震災害、風水害又はその他の災害が発生した場合（以下「災害」という。）において、乙
の要請に基づき、甲が保有する物品等を供給することに関し必要な事項を定めるものとする。
　   （協力要請）
第2条 乙は、災害時において物品等を必要とするときは、甲に対し電子関連物品等供給要請書（別記様式第１号）
により要請することができるものとする。ただし、緊急を要するときは、電話又はその他の方法により要請する
ことができるものとし、後日速やかに電子関連物品等供給要請書を提出するものとする。
　   （要請に対する措置）
第3条 甲は、乙から前条の要請を受けたときは、要請事項に応じて速やかに必要な物品等を可能な範囲において
提供するものとし、その措置結果を電子関連物品等供給報告書（別記様式第２号）により乙に報告するものとす
る。
２　甲は、乙からの要請に対し特に業務上の支障その他やむを得ない事由のない限り業務時間外においてもこれ
に応ずるものとし、いつでも要請に応じられる態勢を平時から確立しておくものとする。
　   （引渡し）
第4条 物品等の引渡場所は原則として乙の定める場所とし、甲は、当該引渡場所に物品等を運搬し、乙は物品等
を確認の上、引渡しを受けるものとする。
　   （連絡責任者）
第５条　要請の伝達を正確かつ円滑に行うため、甲の連絡責任者は執行役員とし、乙の連絡責任者は総務課長とす
る。
　   （費用負担及び価格の決定）
第６条　甲が実施した物品等の供給に要した費用は、乙が負担するものとする。
２　乙が負担する費用は、災害発生の直前における適正価格を基準として算出し、甲乙協議の上、決定する。
　   （有効期間）
第７条　この協定の有効期間は、協定締結の日から令和３年３月３１日までとする。ただし、この協定の有効期間
終了の日の１カ月前までに、甲及び乙のいずれからも相手方に対してこの協定を解除する旨の申出がないとき
は、この協定の有効期間終了の日の翌日から更に１年間同一の条件をもって更新されるものとし、以後において
も同様とする。
　   （協議事項）
第８条　この協定内容に関し疑義が生じたときは、甲乙協議の上、定めるものとする。

　     この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自その１通を保有するものとする。

　　                                             令和２年８月２０日
甲　神奈川県海老名市中新田五丁目24番１号　
株式会社　オウルテック　　　　　　　
代表取締役　東海林　春　男　　　
乙　北海道苫前郡羽幌町南町１番地の１　　　
羽幌町長　　駒　井　久　晃
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	ス　災害時における応急対策業務に関する相互協定
（目的）
第1条 この協定は、羽幌町域内に地震、豪雨、豪雪、暴風、その他の異常な自然現象又は大規模な火事、爆発、
その他の大規模な事故により生ずる災害が発生し、又は発生するおそれがある場合（以下「災害時」という。）
に、羽幌町（以下「甲」という。）と道北電気工事業協同組合留萌支部（以下「乙」という。）とが相互に協力し
て、羽幌町公共建築物等の電気設備に係る機能の確保及び回復等、早期復旧を図ることと甲が必要と認める災害
応急対策活動について、甲と乙が協力し、迅速かつ的確に対応することを目的として、災害応急対策業務に関す
る事項について定めるものとする。
（災害応急対策業務）
第2条 甲は、前条の目的を達成するために、乙の協力が必要と認めたときは、乙に対し次に掲げる災害応急対策
業務について協力を要請するものとする。
（１）被災するおそれがある又は被災した甲が所有する施設の設備等の応急処置及び復旧に関すること。
（２）前号に掲げるもののほか、甲が必要と認めた業務に関すること。
（協力事項の発動）
第3条 この協定に定める災害時の協力事項は、原則として甲が「羽幌町災害対策本部」を設置し、乙に対して要
請を行ったときをもって発動する。
２　前項の要請は、羽幌町災害対策本部長が行うものとする。ただし、本部長から乙に対して要請することが困
難な事情が発生した場合には、本部長を代行するものが乙に要請することができる。
（災害応急対策業務の協力要請）
第4条 災害時において甲が必要とするときは、甲は乙に対して災害応急対策業務についての協力を要請すること
ができる。
（災害応急対策業務の協力実施）
第5条 乙は、前条の要請を受けた場合は、やむを得ない事情がない限り、他の業務に優先して、当該要請に応じ
るものとする。　
　   （要請手続等）
第6条 第４条による要請は、次の各号に掲げる事項を明確にした災害応急対策業務協力要請書（様式第１号）
をもって行うものとする。
ただし緊急を要する場合は、口頭又は電話等をもって要請できるものとし、事後に災害応急対策業務協力要請書
を提出するものとする。
（１）出動場所
（２）災害の状況
（３）応急対策業務の内容
（４）その他必要な事項
（報告）
第7条 乙は、甲が要請した災害応急対策業務を実施したときは、次に掲げる事項を明確にした災害応急対策業務
報告書（様式第２号）により甲に報告するものとする。
　       （１）従事期間
（２）従事者数
（３）使用資機材の種類及び数量
（４）その他必要な事項
　（費用負担）
第８条　第５条の規定により乙が実施した応急対策業務に要した費用については、甲が負担するものとする。
２　前項に規定する費用は、災害発生時直前における適正価格を基準として、甲乙協議の上で決定するものとす
る。
　   （費用の請求）
第9条 前条に規定する費用は、災害応急対策業務を終了し、甲が指定する職員の確認を受けた後、乙の作成した
請求書により請求するものとする。
　   （費用の支払）
第10条　甲は、前条の規定により乙から費用の支払い請求があった場合は、速やかに乙に支払うものとする。
　   （その他必要な支援）
第11条　この協定の実施に関し、必要な細部手続及びこの協定に定めのない事項は、甲乙協議して定めるものとす
る。
（協定有効期間）
第12条　この協定は、協定締結の日から効力を有するものとし、協定の終了については、甲乙で協議し、両者了解
の上、文書をもって行うものとする。

　     この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各１通を保有する。

令和３年１１月１日
甲　　羽幌町南町１番地の１　　　　　　
羽幌町長　駒　井　久　晃　　　
                　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　乙　　留萌市末広町４丁目１１－１３　　
                                                                  道北電気工事業協同組合留萌支部　
　　                                                                         支部長　　桜　元　克　則
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	セ　大規模災害時における相互協力に関する基本協定　
羽幌町(以下、「甲」という。)と北海道電力株式会社(以下、「乙」という。)及び北海道電力ネットワーク株式会
社(以下、「丙」という。)は、大規模災害等が発生又は発生するおそれ゛ある場合の相互協力に関し、つぎのとおり
協定を締結する。
(目的)
第１条　この協定は、大規模災害等が発生又は発生するおそれがある場合に、甲、乙及び丙が相互に協力を行い、迅速
かつ的確に対応することにより、住民生活の早期安定を図ることを目的とする。
(災害発生時の情報共有)
第２条　乙及び丙は、大規模災害等が発生又は発生するおそれがある場合には、甲からの要請に基づき、可能な
限り甲が設置する災害対策本部へ情報連絡員を派遣する。
また、甲、乙及び丙で相互に連絡体制を確立し、連携して停電情報等必要な情報の共有に努めるものとす
る。
２　甲、乙及び丙が共有する主な情報は次の各号に定める。
(1)  乙及び丙か甲に提供する情報
ア　停電発生時期、停電地域、停電軒数、停電の原因、停電復旧作業の状況及び見込み
イ　知り得た道路・河川の被害及び樹木倒壊の状況
(2)  甲が乙及び丙に提供する情報
ア　知り得た道路・河川の被害及び樹木倒壊の状況
イ  住民から提供された停電情報
ウ　道路啓開、樹木・土砂等の除去状況
エ　住民が避難している地域、甲が把握している避難場所等
(復旧における相互協力)
第３条　甲、乙及び丙は、災害活動等に関する作業の実施にあたり、自らだけでは対応が困難な場合は、それぞ
れがもつ施設・敷地・資機材・物資・人材等の資源供給について可能な範囲で相互に協力を行う。
(連絡体制の確立)
第４条　甲、乙及び丙は、第２条に定める情報共有を迅速に行うため、連絡体制を確立する。
２　乙及び丙は、甲との連絡体制を毎年４月に確認することとし、変更があった場合には、直ちに相手方に報
告するものとする。
(連携訓練等の実施)
第５条  甲、乙及び丙は、この協定に定める内容を大規模災害等が発生又は発生するおそれがある場合に円滑に
行うため、連携訓練又は意見交換などを原則として年１回以上実施するものとする。
なお、訓練や意見交換などの内容については、甲、乙及び丙で協議のうえ決定する。
(重要施設の優先供給)
第６条　乙及び丙は、電力復旧計画の策定にあたっては、つぎに掲げる重要施設の優先供給について十分に配慮
しなければならない。
(1)  生命の危険に直結する医療施設等
(2)  避難所として開設されている施設
(3)  災害対応の中枢機能となる甲が設置する災害対策本部が存在する施設
(秘密の保持)
第７条　乙及び丙は、この協定に基づく活動を通じて知り得た秘密情報を他人に開示又は漏えいしてはならな
い。
(他の協定等との関係)
第８条　この協定は、乙及び丙が既に締結している他の相互協力等に関する協定等に基づく協力内容を妨げるも
のではない。
(協定の有効期間)
第９条　この協定の有効期間は、協定締結日からⅠ年間とする。
なお、協定期間が満了する１か月前までに甲、乙及び丙のいずれからも変更又は解除の申し出がない場合
は、この協定期間満了の日の翌日から更にⅠ年間継続するものとし、以降も同様とする。
(細目協定等の締結)
第１０条  この協定の各条項に定める甲、乙及び丙の役割や具体的な実施事項等については、甲、乙及び丙の合
意により別途細目協定又は覚書を作成し保有するものとする。
(協議)
第１１条　この協定に定めのない事項又はこの協定に関し疑義が生じたときは、甲、乙及び丙で協議のうえ決定
するものとする。

この協定を証するため、本書３通を作成し、甲、乙及び丙おのおのその１通を所持する。

2021年１２月１日
甲　羽幌町長　　　駒  井  久  晃
乙　北海道電力株式会社
執行役員　総務部長　鹿  内  公  明
丙　北海道電力ネットワーク株式会社
旭川支店長　        片  山  幸  一

ソ　災害時における地図製品等の供給等に関する協定
羽幌町（以下「甲」という。）と株式会社ゼンリン（以下「乙」という。）とは、第１条第(1)号に定める災害時に
おいて、乙が、乙の地図製品等（第２条に定義される）を甲に供給すること等について、以下のとおり本協定を締結
する。
（目　的）
第１条　本協定は、以下各号の事項を目的とする。
(1) 甲の区域内で災害対策基本法第２条第１号に定める災害が発生し、又はそのおそれがある場合において、
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	甲が災害対策基本法第23条の２に基づく災害対策本部（以下「災害対策本部」という。）を設置したとき、
又は甲主催の防災訓練（以下「防災訓練」という。）実施時の、乙の地図製品等の供給及び利用等に関し必
要な事項を定めること。
(2) 甲乙間の平常時からの防災に関する情報交換を通じ、甲及び乙が連携して、防災・減災に寄与する地図の
作成を検討・推進することにより、町民生活における防災力の向上に努めること。
（定　義）
第２条　本協定において以下の用語はそれぞれ以下の意味を有するものとする。
(1)　「住宅地図」とは、羽幌町全域を収録した乙の住宅地図帳を意味するものとする。
(2)　「広域図」とは、羽幌町全域を収録した乙の広域地図を意味するものとする。
(3)　「ZNET TOWN」とは、乙の住宅地図インターネット配信サービス「ZNET TOWN」を意味するものとする。
(4)　「ID等」とは、ZNET TOWNを利用するための認証ID及びパスワードを意味するものとする。
(5)　「地図製品等」とは、住宅地図、広域図及びZNET TOWNの総称を意味するものとする。
（地図製品等の供給の要請等）
第３条　乙は、甲が災害対策本部を設置したときは、甲からの要請に基づき、可能な範囲で地図製品等を供給する
ものとする。
２　甲は、地図製品等の供給を求めるときは、別途定める物資供給要請書（以下「要請書」という。）を乙に提
出するものとする。ただし、緊急を要する場合は、甲は、電話等により乙に対して要請できるものとし、事後、
速やかに要請書を提出するものとする。
３　乙は、地図製品等を供給するときは、甲に、別途定める物資供給報告書を提出するものとする。
４　本条に基づく地図製品等の供給にかかる代金及び費用は、次のとおりとする。
(1)　乙が供給した地図製品等の代金は、別途甲乙が合意した場合を除き有償とする。
(2)　地図製品等の搬送にかかる費用は、乙が負担するものとする。
（地図製品等の貸与及び保管）
第4条 乙は、第３条第１項の規定に基づく地図製品等の供給とは別途、本協定締結後、甲乙別途定める時期、方
法により乙が別途定める数量の住宅地図、広域図及びID等を甲に貸与するものとする。なお、当該貸与にかか
る対価については無償とする。
２　甲は、前項に基づき乙が貸与した住宅地図、広域図及びID等を甲の事務所内において、善良なる管理者の
注意義務をもって保管・管理するものとする。なお、乙が、住宅地図及び広域図の更新版を発行したときは、
乙は、甲が保管している旧版の住宅地図及び広域図について、甲から当該住宅地図及び広域図を引き取りかつ
更新版と差し替えることができるものとする。
３　乙は、必要に応じ、甲に対して事前に通知したうえで、甲による地図製品等の保管・管理状況等を確認する
ことができるものとする。
（地図製品等の利用等）
第5条 甲は、第１条第(1)号に基づき災害対策本部を設置したとき、又は防災訓練実施時は、災害応急対策、災
害復旧・復興および防災訓練にかかる資料として、第３条又は第４条に基づき乙から供給又は貸与された地図製
品等につき、以下各号に定める利用を行うことができるものとする。
(1)　災害対策本部設置期間中又は防災訓練実施時の閲覧
(2)　災害対策本部設置期間中又は防災訓練実施時、甲乙間で別途協議のうえ定める期間及び条件の範囲内での
複製
２　甲は、前項に基づき住宅地図の利用を開始したときは、速やかに別途定める乙の報告先に報告するものとす
る。また、当該住宅地図の利用を終了したときは、速やかに従前の保管場所にて保管・管理するものとする。
３　甲は、第１項にかかわらず、災害時以外の平常時において、防災業務を目的として、甲の当該防災業務を統
括する部署内において、広域図及びZNET TOWNを利用することができるものとする。なお、甲は、本項に基づ
き広域図を複製利用する場合は、別途乙の許諾を得るものとし、ZNET TOWNを利用する場合は、本協定添付別
紙のZNET TOWN利用約款に記載の条件に従うものとする。
（情報交換）
第6条 甲及び乙は、平常時から防災に関する情報交換を行うとともに、相互の連携体制を整備し、災害時に備え
るものとする。
（有効期間）
第7条 本協定の有効期間は、本協定末尾記載の締結日から１年間とする。ただし、当該有効期間満了の３ヶ月前
までに当事者の一方から相手方に対し書面による別段の意思表示がない限り、本協定は更に１年間同一条件にて
更新されるものとし、以後も同様とする。
（協　議）
第8条 甲乙間で本協定の解釈その他につき疑義又は紛争が生じた場合には、両当事者は誠意をもって協議し解決
に努めるものとする。

以上、本協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙それぞれ記名押印のうえ各１通を保有する。

令和４年２月３日

	甲）苫前郡羽幌町南町１番地の１
羽幌町
町長　駒井　久晃
	乙）札幌市中央区大通西１２丁目４番地
株式会社ゼンリン北海道エリアグループ
エリアグループ長　箙　宗一



タ　災害に係る情報発信等に関する協定
羽幌町およびヤフー株式会社（以下「ヤフー」という）は、災害に係る情報発信等に関し、次のとおり協定（以下
「本協定」という）を締結する。
第1条（本協定の目的）
本協定は、羽幌町内の地震、津波、台風、豪雨、洪水、暴風その他の災害に備え、羽幌町が羽幌町民に対して必
要な情報を迅速に提供し、かつ羽幌町の行政機能の低下を軽減させるため、羽幌町とヤフーが互いに協力して様々
な取組みを行うことを目的とする。
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	第2条（本協定における取組み）
１　本協定における取組みの内容は次の中から、羽幌町およびヤフーの両者の協議により具体的な内容および方法
について合意が得られたものを実施するものとする。
(1) ヤフーが、羽幌町の運営するホームページの災害時のアクセス負荷の軽減を目的として、羽幌町の運営するホームページのキャッシュサイトをヤフーサービス上に掲載し、一般の閲覧に供すること。
(2) 羽幌町が、羽幌町内の避難所等の防災情報をヤフーに提供し、ヤフーが、これらの情報を平常時からヤフーサービス上に掲載するなどして、一般に広く周知すること。
(3) 羽幌町が、羽幌町内の避難指示等の緊急情報をヤフーに提供し、ヤフーが、これらの情報をヤフーサービス上に掲載するなどして、一般に広く周知すること。
(4)  羽幌町が、災害発生時の羽幌町内の被害状況、ライフラインに関する情報および避難所におけるボランティア受入
れ情報をヤフーに提供し、ヤフーが、これらの情報をヤフーサービス上に掲載するなどして、一般に広く周知するこ
と。
(5)  羽幌町が、羽幌町内の避難所等の防災情報をヤフーに提供し、ヤフーが、これらの情報を平常時からヤフーサービス
上に掲載するなどして、一般に広く周知すること。
(6)  羽幌町が、羽幌町内の避難指示等の緊急情報をヤフーに提供し、ヤフーが、これらの情報をヤフーサービス上に掲載
するなどして、一般に広く周知すること。
(7)  羽幌町が、災害発生時の羽幌町内の被害状況、ライフラインに関する情報および避難所におけるボランティア受入れ
情報をヤフーに提供し、ヤフーが、これらの情報をヤフーサービス上に掲載するなどして、一般に広く周知すること。
(8)  羽幌町が、羽幌町内の避難所等における必要救援物資に関する情報をヤフーに提供し、ヤフーが、この必要救援物資
に関する情報をヤフーサービス上に掲載するなどして、一般に広く周知すること。
２　羽幌町およびヤフーは、前項各号の事項が円滑になされるよう、お互いの窓口となる連絡先およびその担当者
名を相手方に連絡するものとし、これに変更があった場合、速やかに相手方に連絡するものとする。
３　第1項各号に関する事項および同項に記載のない事項についても、羽幌町およびヤフーは、両者で適宜協議を
行い、決定した取組みを随時実施するものとする。
第3条（費用）
前条に基づく羽幌町およびヤフーの対応は別段の合意がない限り無償で行われるものとし、それぞれの対応にかかる旅費・通信費その他一切の経費は、各自が負担するものとする。
第4条（情報の周知）
ヤフーは、羽幌町から提供を受ける情報について、羽幌町が特段の留保を付さない限り、本協定の目的を達成するため、ヤフーが適切と判断する方法（提携先への提供、ヤフーサービス以外のサービス上での掲載等を含む）により、一般に広く周知することができる。ただし、ヤフーは、本協定の目的以外のために二次利用をしてはならないものとする。
第5条（本協定の公表）
本協定締結の事実および本協定の内容を公表する場合、羽幌町およびヤフーは、その時期、方法および内容について、両者で別途協議のうえ、決定するものとする。
第6条（本協定の期間）
本協定の有効期間は、本協定締結日から1年間とし、期間満了前までにいずれかの当事者から他の当事者に対し期間満了によって本協定を終了する旨の書面による通知がなされない限り、本協定はさらに1年間自動的に更新されるものとし、以後も同様とする。
第7条（協議）
本協定に定めのない事項および本協定に関して疑義が生じた事項については、羽幌町およびヤフーは、誠実に協議して解決を図る。

以上、本協定締結の証として本書2通を作成し、羽幌町とヤフー両者記名押印のうえ各1通を保有する。

2022年８月８日
羽幌町：北海道苫前郡羽幌町南町1番地の1
　　　　羽幌町
　　　　町長　駒　井　久　晃
ヤフー：東京都千代田区紀尾井町1番3号
ヤフー株式会社
代表取締役　 小　澤　隆　生

チ　災害時における応急生活物資供給の協力に関する協定書
羽幌町（以下「甲」という。）とDCMニコット株式会社（以下「乙」という。）とは、災害時における応急生活物資
（以下「物資」という。）の供給等に関して、次のとおり協定を締結する。
（趣旨）
第1条 この協定は、羽幌町内において、災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第２条第１号に規定する
災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、町民生活の早期安定を図るため、甲が乙の協力を得て
行う物資の調達及び供給に関する基本的事項を定めるものとする。
（協力要請）
第2条 甲は、次に掲げる場合において、物資を調達する必要があると認めるときは、乙に対し、調達が可能な範
囲内で物資の供給について協力を要請することができるものとする。
（１）羽幌町内に災害が発生し、又は発生するおそれがあるとき。
（２）羽幌町以外の災害について、関係自治体等から、物資の調達・あっせんを要請されたとき、又は甲が救援
の必要があると認めるとき。
（供給物資の範囲）
第３条　甲が乙に供給を要請する物資は、次に掲げるもののうち、要請時点で乙が調達可能な物資とする。
（１）別表に掲げる物資
（２）その他甲が指定する物資
（供給物資の数量）
第4条 甲は、必要がある場合に、乙に対し、要請時点で供給できる物資及びその数量等について照会することが
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	できるものとする。
（要請の方法）
第5条 甲の乙に対する第２条の規定による要請は、「物資供給要請書」（様式第１号）により行うものとする。た
だし、緊急を要する場合は、口頭若しくは電話その他の方法により要請し、その後速やかに文書を提出するもの
とする。
（物資の運搬、引渡し）
第6条 物資の引渡し場所は、甲が状況に応じ指定するものとし、引渡し場所までの物資の運搬は、原則として乙
が行うものとする。ただし、乙の運搬が困難な場合は、甲又は甲の指定する者が行うものとする。
２　甲は、当該場所に職員又は甲の指定する者を派遣し物資を確認の上、引渡しを受けるものとする。
３　乙は、物資の引渡しが終了した後、速やかに「物資供給状況報告書」（様式第２号）により甲に報告するも
のとする。
（費用負担）
第7条 甲は、乙が供給した物資の代金及び運搬に要した費用については、乙からの請求に基づき、遅滞なくその
支払を行うものとする。
２　乙が供給した物資の代金は、災害発生時の直前における適正価格（マスター売価）を基準として、甲乙協議
の上決定する。
３　前条の規定により、乙が行った物資の運搬に係る費用は甲の負担とする。
（情報提供）
第8条 甲は、平時又は災害時において、乙に対し、防災・災害情報等を提供することができるものとし、乙は提
供を受けた情報等を、店舗を通じて来店者等に対し情報提供するよう努めるものとする。
（連絡責任者の報告）
第9条 甲と乙は、この協定に基づく協力要請を迅速かつ確実に行うため、あらかじめ連絡責任者を「連絡責任者
届」（様式第３号）により相手方に報告するものとし、変更があった場合には直ちに相手方に報告するものとす
る。
（車両の通行）
第１０条　甲は、乙が物資を運搬及び供給する際には、車両を緊急通行車両として通行できるよう可能な限りの支
援をするものとする。
（有効期間）
第１１条　この協定の有効期間は、協定締結の日から令和９年３月３１日までとする。ただし、この協定の有効期
間が満了する１か月前までに、甲乙いずれかから変更や終了等の何らかの意思表示がないときは、有効期間が満
了する日の翌日から１年間この協定を更新するものとし、その後も同様とする。
２　前項の規定にかかわらず、甲及び乙は、１か月前までに相手方に書面により申し入れることにより、この協
定を終了することができる。
（協議）
第１２条　この協定に定めのない事項及びこの協定に定める事項の解釈に疑義が生じた場合については、その都度
甲乙協議のうえ決定するものとする。

この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保有する。

令和８年５月１日
甲　　　北海道苫前郡羽幌町南町１番地１
　　　　　　　羽幌町
羽幌町長　　森　　淳
乙　　　北海道札幌市厚別区厚別中央３条２丁目１番地１
ＤＣＭニコット株式会社
代表取締役社長　　和　泉　　修

ツ　災害時における応急仮設住宅(移動式木造住宅)の建設に関する協定書
（趣　旨）
第１条　この協定は、羽幌町地域防災計画に基づき災害時における応急仮設住宅（以下「住宅」という。）の建設に関して、羽幌町（以下「甲」という。）が一般社団法人日本ムービングハウス協会（以下「乙」という。）に協力を求めるに当って必要な事項を定めるものとする。
（定　義）
第２条　この協定において「住宅」とは、災害救助法（昭和22年法律第118号）
第4条 第1項 第1号に規定するところのものであり、乙が認証した移動式木造住宅（ムービングハウス）のことをいう。
（所要の手続き）
第３条　甲は、住宅建設の要請に当たっては、建設場所、戸数、規模、着工期日、その他必要と認める事項を、文書をもって乙に連絡するものとする。ただし、緊急の場合は、電話等によることができる、この場合において、甲は後に文書を速やかに乙に提出しなければならない。
（協　力）
第４条　乙は、前条の要請があった時は、乙の会員である住宅建設業者（以下「丙」という。）の斡旋その他可能な限り甲に協力するものとする。
（住宅建設）
第５条　乙の斡旋を受けた丙は、甲の要請に基づき住宅建設を行うものとする。
（費用の負担及び支払）
第６条　丙が前条の住宅建設に要した費用は、甲が負担するものとする。
２　甲は、丙の住宅建設終了後検査をし、これを確認した時は丙の請求により前項の費用を速やかに支払うものとする。
（連絡窓口）
第７条　この協定の業務に関する連絡窓口は、甲においては総務課とし、乙においては一般社団法人日本ムービングハウ
ス協会本部とする。
	
	
	

	番号
	頁
	現行計画(令和３年４月)
	修正案
	改正理由
	重要度
	備　考

	
	
	
	
	（報　告）
第８条　乙は、住宅建設について、協力できる建設能力等の状況を毎年１回甲に報告するものとする。ただし、甲が必要
と認めた場合は、乙に対し随時報告を求めることができる。
（会員名簿の提供）
第９条　乙は、この協定に係る乙の業務担当部員の名簿及び乙に加盟する会員の名簿を毎年1回甲に提供するものとし、部員及び会員に異動があった場合は甲に報告するものとする。
（有効期限）
第１０条　この協定の有効期間は、協定締結の日から1年とする。ただし、期間満了日の30日前までに甲又は乙からの解除の申し出がない場合は、更に1年間延長されるものとし、以降も同様とする。
（協　議）
第１１条　この協定に定めるもののほか必要な事項については、その都度甲乙協議のうえ定めるものとする。

この協定を証するため、本書を2通作成し、甲乙記名押印のうえ各1通を保有するものとする。
令和８年５月７日
甲　　北海道苫前郡羽幌町南町１番地の１
　　　羽幌町
　　　　羽幌町長　　　森　　　　淳
乙　　北海道札幌市清田区美しが丘三条１０丁目２番１５号
一般社団法人日本ムービングハウス協会
代表理事　　　佐々木　信博

テ　災害時協力協定書
羽幌町（以下「甲」という。）と一般財団法人北海道電気保安協会（以下「乙」という。）とは、災害時における応
急対策活動の実施に関し、次のとおり協定を締結する。
　   （目的）
第1条 この協定は、羽幌町において自然災害や重大事故が発生した場合、及び、発生するおそれがある場合の、
甲の電気使用設備の安全点検・検査の実施について定め、羽幌町における迅速かつ円滑な災害復旧活動に資する
ことを目的とする。
（対象とする災害）
第2条 この協定の対象となる災害は、台風、地震等の自然災害及び大規模停電、大規模火災・爆発等の重大事故
が発生した場合、及び、発生するおそれがある場合で、甲が乙に対して協力を要請する必要があると認めた災害
とする。
　   （応急対策活動の内容）
第３条　この協定により、甲が乙に協力を要請する応急対策活動は、次のとおりとする。
(1) 公共施設の電力復旧のために必要な調査等の応急対策活動
(2) 公共施設の電力復旧工事の監督、指導及び検査
(3) その他、甲が必要と認める応急対策活動
（協力要請）
第4条 甲は、前条の応急対策活動の実施について、乙に対し、次に掲げる事項を記載した文書をもって協力を要
請するものとする。ただし、緊急の場合は口頭で要請し、その後速やかに文書を提出するものとする
(1)  応急対策活動の実施期間及び場所
（2） 応急対策活動の内容
(3)  その他必要な事項
２　乙は、前項の規定による要請を受けた場合は、甲に協力するものとする。
（実施報告）
第5条 乙は、前条の規定により応急対策活動を実施した場合は、甲に対し、次に掲げる事項を文書により報告す
るものとする。ただし、緊急の場合は口頭で報告し、その後速やかに文書を提出するものとする。
(1)  応急対策活動の実施期間及び場所
(2)  応急対策活動の内容
(3)  その他必要な事項
　　    （費用負担）
第６条　乙が応急対策活動に要した費用は、乙が負担する。ただし、資材等の材料費は甲の負担とする。
　   （公務災害補償）
第7条 乙は、応急対策活動の実施にあたっては、職員が労働者災害補償保険法（昭和22年法律第50号）の適用
を受けるための必要な手続きをあらかじめ実施する。
　   （協定の有効期限）
第8条 この協定の有効期限は、締結の日から令和９年３月３１日までとする。ただし、期間満了の日の３０日前
までに、甲又は乙から文書をもって協定終了の意思表示をしない限り期間満了の日の翌日から１年間延長するも
のとし、その後においても同様とする。
　   （その他）
第９条　この協定に定めのない事項又はこの協定に関し疑義が生じた場合は、その都度、甲乙協議して決定する。
　　　   この協定の締結を証するため、本書２通を作成し甲乙記名押印のうえ、それぞれ１通を保有する。
　　　　　　　　　令和　８年　５月１４日

　　　　　　　　　甲　　　　　　北海道苫前郡羽幌町南町１番地１
羽幌町
羽幌町長　　森　　   淳
　　　　    　　　乙            札幌市西区発寒６条１２丁目６番１１号
　　　　　　　   　    一般財団法人北海道電気保安協会
理事長　 　 松　原  　宏
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	ト　包括連携協定書
羽幌町（以下「甲」という。）とヤマト運輸株式会社（以下「乙」という。）とは、地域の一層の活性化及び町
民サービスの向上を図るため、次のとおり協定（以下「本協定」という。）を締結する。
（目的）
第1条 本協定は、甲及び乙が相互に緊密に連携することにより、双方の資源を有効に活用した協働による活動
を推進し、地域の一層の活性化及び市民サービスの向上に資することを目的とする。
（連携事項等）
第2条 甲及び乙は、前条の目的を達成するため、双方協議の上、次に掲げる事項（以下「連携事項」という）
について、自らの事業活動の範囲内で、連携して取り組むよう努めるものとする。
（１）安全・安心な地域づくりに関すること
（２）物流の活性化・効率化に関すること
（３）災害対策に関すること
（４）環境維持・保全に関すること
（５）観光支援や産品の販路拡大に関すること
（６）子どもの教育支援・環境保全に関すること
（７）ふるさと納税に関すること 
（８）その他、羽幌町の活性化や魅力発信に関すること
２　乙は、甲と協議の上、連携事項の一部を乙の関係会社（以下「関係会社」という。）に実施させることが
できる。
３　甲及び乙は、連携事項を効果的に実施するため、必要に応じて協議を行うものとし、具体的な取組の内容
及び実施方法については、甲乙協議の上、連携事項ごとに、別途、取り決めるものとする。
 　   （経費の負担）
第3条 本協定に基づき、甲の依頼により乙が行った連携事項に係る業務の諸費用（以下「費用」という。）に
ついては、原則として甲が負担するものとし、業務を実施した時点において所轄行政庁に届けている運賃・料
金を基準として、甲乙協議の上、決定するものとする。
（費用の支払い）
第４条　甲は、前条の規定に基づき乙から請求を受けたときは、その費用を速やかに支払うものとする。
（確認事項）
第５条　甲及び乙は、本協定の締結が、第三者と連携・協力することを妨げるものではないことを確認する。
（協定内容の変更）
第4条 甲及び乙のいずれか一方が本協定の内容の変更を申し出たときは、その都度、甲乙協議の上、必要な変
更を行うものとする。
（協定の有効期間等）
第5条 本協定の有効期間は、本協定を締結した日から令和９年３月３１日までとする。ただし、本協定の有効
期間が満了する日の１か月前までに、甲又は乙が書面により特段の申出を行わないときは、有効期間が満了す
る日の翌日から１年間、本協定は更新されるものとし、以後も同様とする。
２　前項の規定に関わらず、１か月前の予告期間をもって相手方に対し事前に書面により通知することによ
り、本協定の全部又は一部を解除することができる。
（守秘義務）
第6条 甲及び乙は、本協定に基づく事業の実施に際して、職務上知り得た個人情報について、この協定書の有
効期間中であるか、本協定終了後であるかを問わず、相手方の承諾を得ずに、第三者に開示又は提供してはな
らない。
（規定外事項）
第９条　本協定に定めのない事項及び本協定の各条項の解釈に関して疑義が生じた事項については、甲乙協議の
上、解決を図るものとする。

以上、本協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保有する。

令和８年６月１６日
甲：北海道苫前郡羽幌町南町１番地の１
羽幌町
町　長　　　　 森　        淳
乙：北海道旭川市永山北１条９丁目20番１号
ヤマト運輸株式会社道北主管支店
主管支店長　　　鈴　木　庸　介

ナ　災害時における応急生活物資の供給等に関する協定
羽幌町（以下「甲」という。）と株式会社セコマ（以下「乙」という。）とは、災害時における応急生活物資（以下
「物資」という。）の供給等に関し、次のとおり協定を締結する。
（趣旨）
第1条 この協定は、地震、風水害その他の大規模災害等、又は武力攻撃事態等における国民の保護のための措置
に関する法律（平成１６年法律第１１２号）に定める武力攻撃災害（緊急対処事態における災害を含む）が発生
し、又は発生のおそれがある場合（以下「災害時」という。）に、甲と乙とが相互に協力して住民生活の早期安
定を図るため、物資の供給等に関し必要な事項について定めるものとする。
（協力事項の発動）
第2条 この協定に定める災害時の協力事項は、原則として甲が避難所を開設、または在宅避難者が発生し、甲が
災害対策本部又は国民保護対策本部（緊急対処事態対策本部を含む。）を設置後、乙に対して要請を行ったとき
をもって発動する。
（協力の要請）
第3条 災害時において甲が物資を必要とするときは、甲は乙に対して商品の供給及び配送について協力を要請す
ることができる。
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	（物資の配送）
第4条 乙は、前条の規定により甲から要請を受けたときは、業務に支障をきたさない範囲で人員・車両等を用い
て物資配送に努めるものとする。
（情報提供）
第5条 乙は、必要に応じ、配送先避難所における必要物資について、また被災状況や救助が必要とされる者の情
報について聴取した場合には、甲に伝達するものとする。
（応急生活物資）
第６条　災害時に甲が乙に要請する物資は、原則として別表で定める品目から災害の状況等に応じて指定する。
２　前項の規定にかかわらず、乙は甲の要請があった場合は、その他の物資等の供給も行うものとする。
（要請手続等）
第７条　第３条の要請は、乙宛てに「災害時における応急生活物資の供給等に関する協力要請書」（別紙第１号様
式）をもって行うこととする。ただし、緊急を要する場合は、口頭または電話等をもって要請し、後日速やかに
文書を提出するものとする。
（連絡責任者の報告） 
第6条 甲と乙は、この協定に基づく相互協力のため、連絡責任者を協定締結後速やかに「連絡責任者届」（別紙
第２号様式）により相手方に報告するものとし、変更があった場合には直ちに相手方に報告するものとする。
（経費の負担）
第９条　乙の物資の供給及び配送に係る経費については、甲が負担する。
（価格の決定）
第１０条　前条に規定する経費は、物資の供給及び配送を終了した後、乙の作成した出荷確認書等に基づき、災害
発生直前における適正価格を基準として、甲乙協議の上で決定するものとする。
（経費の請求）
第１１条　第９条に規定する経費は、甲が指定する職員の確認を得た後、乙の作成した請求書により請求するもの
とする。
（経費の支払）
第１２条　甲は、乙から経費の支払い請求があった場合は、速やかに乙に支払うものとする。
（協　議）
第１３条　この協定に定めのない事項又はこの協定の施行に関し疑義が生じたときは、甲乙協議のうえ決定するも
のとする。
（有効期限）
第１４条　この協定の有効期間は、協定締結の日から起算して１年間とする。ただし、有効期間の１箇月前までに、
甲、乙双方いずれからも協定改定の意思表示がないときはさらに１年間延長するものとし、以後も同様とする。
　　
この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲、乙署名のうえ、各自その１通を保有する。
　　令和８年６月１７日
甲　苫前郡羽幌町南町１番地の１
羽幌町
町長      　　  森　        淳
乙　札幌市中央区南９条西５丁目　４２１番地
株式会社セコマ
代表取締役社長　赤　尾　洋　昭

　ニ　津波時における一時避難施設としての使用に関する協定書
津波時における一時避難施設としての使用に関し、羽幌町（以下「甲」という。）とセントラルリーシングシステム株式会
社（以下「乙」という。）との間において、次のとおり協定を締結する。
　（目的）
第１条　この協定は、羽幌町内に津波が発生し、または発生するおそれがある場合における一時避難施設として、乙が管理
運営する施設を使用することについての必要事項を定めることを目的とする。
　（使用用途）
第２条　この協定による施設の使用用途は、一時避難施設とする。
　（一時避難施設の使用）
第３条　乙は、次に掲げる施設（以下「使用施設」という。）を公共福祉の立場から一時避難施設として甲に使用させるもの
とする。
	施設名称
	　はぼろ温泉サンセットプラザ

	所在地
	　羽幌町北３条１丁目29番地

	管理者
	　セントラルリーシングシステム株式会社

	構造等
	　鉄骨、鉄筋コンクリート造　７階建

	建築年月
	　平成６年10月24日


（使用範囲）
第４条　甲は、次に掲げる範囲を一時避難場所として使用するものとする。ただし、津波時に他の使用可能な場所がある場
合については、この限りでない。
	避難場所
	　３階以上廊下（361.86㎡）

	収容人員（１人：１㎡）
	　約361名

	避難経路
	　施設内階段にて上階廊下へ
（正面玄関にスロープ有り）

	入口
	　正面玄関（施鍵無し）
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	（利用の通知）
第５条　甲は、第２条に基づき一時避難施設として利用する際、事前に乙に対しその旨を文書または口頭で通知する。
２　甲は、一時避難施設の使用について緊急を要するときは、前項の規定にかかわらず乙の承認した施設を一時避難施設
として利用することができる。ただし、できるだけ早い時期に、甲は乙に対し使用した旨の通知を行う。
　（費用負担）
第６条　施設の使用料は、無料とする。
　（施設・備品の破損時等の対応）
第７条　使用施設が一時避難施設として使用された場合の施設の破損等については、甲の責任ですみやかに原状回復を行う
ものとし、その費用は、甲が負担する。
　（避難時の事故等に係る責任）
第８条　乙は、使用施設に地域住民が避難した際に発生した事故等に対する責任を一切負わないものとする。
　（使用期間）
第９条　一時避難施設の使用期間は、強い地震を感じたとき、弱い地震であっても長い時間ゆっくりとした揺れを感じたと
き、または津波警報が発表されたときから、津波警報等の解除等により津波のおそれがなくなったときまでとする。
　（一時避難施設の終了）
第10条　甲は、一時避難施設の使用を終了する際は、乙に対しその旨を、文書または口頭で報告するとともに、施設及び備
品の破損等の有無についても併せて報告するものとする。
　（有効期間）
第11条　この協定は、協定締結の日からその効力を有するものとし、甲乙が文書をもって協定の終了を通知しない限り、そ
の効力を持続するものとする。
２　乙が第３条に記載された施設の指定管理業務から外れた場合は、前項の規定にかかわらず、一時避難施設のとしての
使用に関する当該協定は終了するものとする。
　（協議）
第12条　この協定に定めのない事項及びこの協定に疑義が生じたときは、その都度、甲、乙双方が協議して定めるものとす
る。

上記協定締結の証として、本協定書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各１通を保有する。

　　　令和　８年　９月１１日
　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　甲　羽幌町南町１番地の１
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　羽幌町長　森　　淳
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　乙　札幌市中央区大通西６丁目10番地１
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大通西６ビル
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　セントラルリーシングシステム株式会社
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役社長　矢澤　之敏

ヌ　災害時等における船舶による人員等の輸送に関する協定書
（趣旨） 
第１条　この協定は、災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第２条第１号に規定する災害等が発生し、又は発生するお
それがある場合（以下「災害時等」という。）において、羽幌町（以下「甲」という。）が人員等の輸送業務に関し、羽
幌沿海フェリー株式会社（以下「乙」という。）に対して協力を要請する場合において必要な事項を定める。
（協力の要請） 
第２条　甲は、災害時等において、次条に掲げる業務を遂行するために必要があるときは、乙に対し、業務の内容及び期間
等を指定して文書（様式第１号）で協力の要請を行うものとする。ただし、文書をもって要請する時間的余裕がない場合
は、口頭その他の方法で要請し、その後速やかに文書を送付するものとする。 
２　前項の規定による協力の要請は、船員等の安全確保に配慮して行うものとする。 
３　         乙は、第１項の規定により甲から協力の要請を受けた場合は、甲の必要とする業務を可能な限り実施するように努め
るものとし、その措置の状況を速やかに甲に報告するものとする。 
（業務の内容）
第３条　本協定において、甲が乙に対し協力を要請する業務は、次のとおりとする。
（１）被災者や滞留者等の輸送に関する業務
（２）災害応急対策に必要な人員及び救援物資等の輸送に関する業務
（３）ボランティアの輸送に関する業務
（４）その他甲が必要とする船舶による支援に関する業務
（報告）
第４条　乙は、前条の規定により業務に従事した場合は、速やかに当該業務の内容等について文書（様式第２号）により甲
に報告するものとする。
（費用の負担）
第５条　第２条第１項の規定により乙が実施した業務に要した費用は、甲が負担するものとする。
２　前項に規定する費用は、要請の直前における運賃・料金の適正価格を基準として、甲乙協議のうえ定めるものとす
る。
（費用の請求及び支払）
第６条　乙は、業務終了後、当該業務に要した前条の費用について甲に請求するものとする。
２　甲は前項の請求があった場合は、内容を確認し、速やかにその費用を支払うものとする。
（連絡窓口） 
第７条　この協定を円滑に進めるため、その実施に関する事務を所掌する連絡窓口を置く。
２　前項の連絡窓口は、甲においては総務課とし、乙においては羽幌ターミナルとする。
（緊急連絡表の提出）
第８条　甲及び乙は、協定成立の日及び毎年４月１日現在の緊急時連絡表（様式第３号）を作成し、相互に交換するものと
する。
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	２　前項の規定は、年度途中に異動等があった場合についても準用する。
（協議）
第９条　この協定に定めのない事項及びこの協定に関して生じた疑義については、その都度甲乙協議して定めるものとす
る。
（有効期間）
第10条　この協定は、締結の日からその効力を生じ、甲又は乙から文書による終了の意思表示がない限り、その効力を継続
するものとする。 

この協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し、甲、乙が記名押印のうえ、それぞれ１通を保有するものとする。

令和８年　９月２９日

甲　北海道苫前郡羽幌町南町１番地の１
羽幌町長　森　　淳
乙　北海道苫前郡羽幌町港町１丁目51番地
羽幌沿海フェリー株式会社
代表取締役社長　舟橋　泰博

ネ　災害時等におけるバスによる人員等の輸送に関する協定書
（趣旨） 
第１条　この協定は、災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第２条第１号に規定する災害等が発生し、又は発生するお
それがある場合（以下「災害時等」という。）において、羽幌町（以下「甲」という。）が人員等の輸送業務に関し、沿
岸バス株式会社（以下「乙」という。）に対して協力を要請する場合において必要な事項を定める。
（協力の要請） 
第２条　甲は、災害時等において、次条に掲げる業務を遂行するために必要があるときは、乙に対し、業務の内容及び期間
等を指定して文書（様式第１号）で協力の要請を行うものとする。ただし、文書をもって要請する時間的余裕がない場合
は、口頭その他の方法で要請し、その後速やかに文書を送付するものとする。 
２　前項の規定による協力の要請は、運転手等の安全確保に配慮して行うものとする。 
３　         乙は、第１項の規定により甲から協力の要請を受けた場合は、甲の必要とする業務を可能な限り実施するように努め
るものとし、その措置の状況を速やかに甲に報告するものとする。 
（業務の内容）
第３条　本協定において、甲が乙に対し協力を要請する業務は、次のとおりとする。
（１）被災者や滞留者等の輸送に関する業務（広域避難を含む。）
（２）災害応急対策に必要な人員及び救援物資等の輸送に関する業務
（３）ボランティアの輸送に関する業務
（４）その他甲が必要とする車両による支援に関する業務
（報告）
第４条　乙は、前条の規定により業務に従事した場合は、速やかに当該業務の内容等について文書（様式第２号）により甲に報告するものとする。
（費用の負担）
第５条　第２条第１項の規定により乙が実施した業務に要した費用は、甲が負担するものとする。
２　前項に規定する費用は、要請の直前における運賃・料金の適正価格を基準として、甲乙協議のうえ定めるものとす
る。
（費用の請求及び支払）
第６条　乙は、業務終了後、当該業務に要した前条の費用について甲に請求するものとする。
２　甲は前項の請求があった場合は、内容を確認し、速やかにその費用を支払うものとする。
（連絡窓口） 
第７条　この協定を円滑に進めるため、その実施に関する事務を所掌する連絡窓口を置く。
２　前項の連絡窓口は、甲においては総務課とし、乙においては営業部とする。
（緊急連絡表の提出）
第８条　甲及び乙は、協定成立の日及び毎年４月１日現在の緊急時連絡表（様式第３号）を作成し、相互に交換するものと
する。
２　前項の規定は、年度途中に異動等があった場合についても準用する。
（協議）
第９条　この協定に定めのない事項及びこの協定に関して生じた疑義については、その都度甲乙協議して定めるものとする。
（有効期間）
第10条　この協定は、締結の日からその効力を生じ、甲又は乙から文書による終了の意思表示がない限り、その効力を継続するものとする。 

この協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し、甲、乙が記名押印のうえ、それぞれ１通を保有するものとする。

令和８年　９月３０日

甲　北海道苫前郡羽幌町南町１番地の１
羽幌町長　森　　淳
乙　北海道苫前郡羽幌町南３条２丁目２番地の２
沿岸バス株式会社
代表取締役　出口　治康
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	(3)  北海道における防災関係の協定締結一覧
令和8年2月27日現在
民間との協定132件延べ269企業・団体等（内訳：報道・放送＝3件32社・団体、医療・物資・役務提供等＝129件延べ237企業・団体・独法）、行政機関等6件
	資料
	分野別
	協定の名称
	協定の相手先
	締結年月日
	担当部
	備　考

	1
	新
聞
	災害時における報道要請に関する協定 
	新聞各社(22社)
	S36～
	
	

	2-1
	放
送
	災害時における放送要請に関する協定 
	道内放送各社(9社)
	S40.5.20～
	総務部
	

	2-2
	
	災害時における放送要請に関する協定 
	(一社)日本コミュニティ放送協会北海道地区協議会
	H28.12.8
	総務部
	

	3-1
	医
療
・
福
祉
・
医
薬
	災害救助法に基づく救助又はその応援の実施に関する委託協定 
	日本赤十字社北海道支部
	S34.9.1
	保健福祉部
	

	3-2
	
	災害時の医療救護活動に関する協定
	(一社)北海道医師会
	S62.12.22
	保健福祉部
	

	3-3
	
	災害時の歯科医療救護活動に関する協定
	(一社)北海道歯科医師会
	H9.4.14
	保健福祉部
	

	3-4
	
	災害時医薬品備蓄供給業務（委託）
	㈱ｽｽﾞｹﾝ愛生舘営業部
	H13.4 ～
	保健福祉部
	

	3-5
	
	災害時医薬品備蓄供給業務（委託）
	㈱ほくやく
	H13.4 ～
	保健福祉部
	

	3-6
	
	災害時医薬品備蓄供給業務（委託）
	㈱モロオ
	H13.4 ～
	保健福祉部
	

	3-7
	
	災害時医薬品備蓄供給業務（委託）
	㈱竹山
	H13.4 ～
	保健福祉部
	

	3-8
	
	災害時医薬品備蓄供給業務（委託）
	㈱ムトウ
	H13.4 ～
	保健福祉部
	

	3-9
	
	災害時の医療救護活動に関する協定
	(一社)北海道薬剤師会
	H14.2.28
	保健福祉部
	

	3-10
	
	北海道DMATの派遣に関する協定
	北海道DMAT指定医療機関(37機関)
	H19.9.12～
	保健福祉部
	

	3-11
	
	北海道災害派遣ケアチームの派遣に関する協定
	(福)北海道社会福祉協議会
	H23.9.5
	保健福祉部
	

	3-12
	
	災害時における医療用ガス等の供給に関する協定
	(一社)日本産業・医療ガス協会
	H24.9.7
	保健福祉部
	

	3-13
	
	災害時の看護職医療救護活動に関する協定
	(公社)北海道看護協会
	H24.12.28
	保健福祉部
	

	3-14
	
	災害時における医薬品等の供給に関する協定
	(一社)北海道医薬品卸売業協会
	H25.3.29
	保健福祉部
	

	3-15
	
	災害時における医療機器等の供給に関する協定
	北海道医療機器販売業協会
	H25.3.29
	保健福祉部
	

	3-16
	
	災害時における柔道整復師の救護活動に関する協定
	(公社)北海道柔道整復師会
	H26.5.16
	保健福祉部
	

	3-17
	
	災害時における社会福祉施設等の相互支援協定
	北海道老人福祉施設協議会、(一社)北海道老人保健施設協議会、北海道身体障害者福祉施設協議会、(一社)北海道知的障がい福祉協会
北海道救護施設協議会、北海道児童施設協議会、北海道精神障害者社会福祉事業協議会、(公社)日本認知症グループホーム協会北海道支部、(一社)北海道認知症グループホー
ム協会、北海道母子生活支援施設協議会
	H26.11.5
	保健福祉部
	

	3-18
	
	災害発生時等における宿泊施設の活用に関する協定
	北海道ホテル旅館生活衛生同業組合
	H29.1.27
	総務部
	

	3-19
	
	航空搬送拠点臨時医療施設の設置及び運営に関する協定
	航空自衛隊千歳基地ほか11団体（機関）
	H31.3.28～
	保健福祉部
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	番号
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		3-20
	
	北海道災害派遣福祉チームの派遣に関する協定
	北海道ホームヘルプサービス協議会、北海道老人保健施設協議会、
北海道知的障がい福祉協会、日本認知症グループホーム協会北海道
支部、北海道認知症グループホーム協会、全国介護事業者連盟北海
道支部、北海道社会福祉士会、北海道介護福祉士会、北海道介護支
援専門員協会、北海道理学療法士会、北海道作業療法士会
	R3.3.30
	保健福祉部
	

	
	
	
	北海道精神障害者社会福祉事業協議会 、北海道老人福祉施設協議会、北海道身体障害者福祉施設協議会、北海道児童施設協議会、北
海道救護施設協議会、北海道母子生活支援施設協議会、北海道保育
協議会、北海道デイサービスセンター協議会
	R3.12.8
	保健福祉部
	

	3-21
	
	北海道災害派遣福祉チームの派遣に関する協定書
	社会福祉法人光寿会
	R5.8.17
	保健福祉部
	

	3-22
	
	北海道災害派遣福祉チームの派遣に関する協定書
	医療法人歓生会
	R6.2.8
	保健福祉部
	

	3-23
	
	北海道災害派遣福祉チームの派遣に関する協定
	医療法人讃生会
	R6.2.8
	保健福祉部
	

	3-24

	
	北海道災害派遣福祉チームの派遣に関する協定書
	医療法人社団久仁会
	R6.2.8
	保健福祉部
	

	3-25
	
	北海道災害派遣福祉チームの派遣に関する協定書
	医療法人北翔
	R6.2.26
	保健福祉部
	

	3-26
	
	北海道災害派遣精神医療チーム（DPAT）の派遣に関する協定（北海道大学病院ほか９機関）
	
	
	保健福祉部
	

	4-1
	食
料
・
飲
料
・
生
活
物
資
の
供
給
等
	災害時における応急生活物資供給等に関する基本協定
	北海道生活協同組合連合会
	H17.11.22
	環境生活部
	

	4-2
	
	災害時における飲料の供給等防災に関する協力協定
	北海道ｺｶ･ｺｰﾗﾎﾞﾄﾘﾝｸ㈱ﾞ
	H18.12.22
	総務部
	

	4-3
	
	災害時における物資の供給等防災に関する協力協定
	㈱セコマ

	H18.12.22
	総務部
	帰宅者支援含む

	4-4
	
	災害時における物資の供給に関する協定
	㈱ローソン
	H20.2.21
	総務部
	別掲（帰宅支援）

	4-5
	
	災害時における物資の供給に関する協定
	㈱ｾﾌﾞﾝ-ｲﾚﾌﾞﾝ･ｼｬﾊﾟン
	H20.7.24
	総務部
	別掲（帰宅支援）

	4-6
	
	災害時における物資の供給に関する協定
	㈱イトーヨーカ堂
	H20.7.24
	総務部
	

	4-8
	
	災害時における飲料の供給等防災に関する協定
	サントリーフーズ㈱
	H20.12.18
	総務部
	

	4-9
	
	災害時における物資の供給等防災に関する協力協定
	イオン北海道㈱
	H22.1.20
	総務部
	帰宅者支援含む

	4-10
	
	災害時における物資の供給等防災に関する協力協定
	DCMホーマック㈱
	H23.3.23
	総務部
	帰宅者支援含む

	4-11
	
	災害時並びに日常の防災活動に関する支援及び協力協定
	日糧製パン㈱
	H24.3.27
	総務部
	帰宅者支援含む

	4-12
	
	災害時における物資の供給に関する協定
	㈱北海道ﾌｧﾐﾘｰﾏｰﾄ、㈱ﾌｧﾐﾘｰﾏｰト
	H25.11.22
	総務部
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		4-13
	
	災害時における物資の供給に関する協定
	NPO法人コメリ災害対策センター
	H26.11.21
	総務部
	

	4-14
	
	災害時における物資の供給に関する協定
	コストコホールセールジャパン㈱
	H28.6.20
	総務部
	

	4-15
	
	災害時における段ボール製品の調達に関する協定
	東日本段ボール工業組合
	H29.3.10
	総務部
	

	4-16
	
	災害時等における各種コンテナ製品等の供給に関する協定
	ウォレットジャパン㈱
	R2.1.22
	総務部
	R3.1.19改正

	4-17
	
	災害時等における段ボール製品の調達等に関する協定
	合同容器㈱
	R2.4.6
	総務部
	

	4-18
	
	災害時における物資の供給等に関する協力協定
	(株)ファーストリテイリング
	R4.3.31
	総務部
	

	4-19
	
	災害時における物資の供給等に関する協定
	(株)ニトリホールディングス
	R4.8.26
	総務部
	

	4-20
	
	災害時等における資機材のレンタルに関する協定
	（一社）日本建設機械レンタ
ル協会北海道支部
	R5.3.28
	総務部
	

	4-21
	
	災害時等におけるキッチンカーによる炊き出しの実施等に関する協定
	北海道キッチンカー協会
	R7.3.28
	総務部
	

	4-22
	
	災害時等における資機材のレンタルに関する協定
	（一般社団法人ジャパン・レンタル・アソシエーション北海道支部
	R7.3.28
	総務部
	

	4-23
	
	災害時の生活用水資機材の広域互助に関する協定
	ＷＯＴＡ（株）
	R7.11.11
	総務部
	

	4-24
	
	災害時等における物資・資機材等の供給に関する協定
	トラスコ中山(株)、エア・ウォーター北海道(株)、エア・ウォーター産業・医療ガス（株）
	R7.11.21
	総務部
	

	5-1
	救
助
・
救
援
等
の
支
援
	災害時における災害救助犬の出動に関する協定
	NPO法人日本ﾚｽｷｭｰ協会
	H20.4.16
	総務部
	

	5-2
	
	災害時における隊友会の協力に関する協定
	(公社)隊友会北海道隊友会連合会
	H21.6.26
	総務部
	

	5-3
	
	災害時における動物救護等に関する協定
	動物救護関係の団体：(公社)北海道獣医師会、(公社)日本愛玩動物協会
	H24.12.21
	環境生活部
	地方自治体：道、札幌市、旭
川市、函館市

	5-4
	
	災害時及び災害活動に関する協力協定
	(公社)日本青年会議所北海道地区協議会
	H25.1.23
	総務部
	

	5-5
	
	災害時における交通誘導業務等に関する協定
	(一社)北海道警備業協会
	H10.12.18
	総務部
	

	5-6
	
	災害時における応急対策業務に関する協定
	(一社)北海道建設業協会
	H25.3.25
	総務部
	

	5-7
	
	建設管理部所管公共土木施設の災害時等における協力
体制に関する協定
	(一社)北海道道路標示・標識業協会
	H25.4.1
	総務部
	

	5-8
	
	災害時等の緊急時における業務連携に関する協定
	(地独)北海道立総合研究機構
	H22.4.1
	総務部
	

	5-9
	
	大規模災害発生時における災害廃棄物の処理等の協力に関する協定
	(公社)北海道産業資源循環協会
	H23.4.19
	環境生活部
	

	5-10
	
	災害時における協力体制に関する基本協定
	(一社)北海道測量設計業協会
	H24.10.31
	建設部
	

	5-11
	
	災害時における協力体制に関する基本協定
	(一社)北海道地質調査業協会
	H27.1.28
	建設部
	

	5-12
	
	土砂災害等の発生に関する情報提供に係る協定
	ヤマト運輸㈱(各主管支店)
	H27.9
	水産林務部
	各(総合)振興局において締結

	5-13
	
	災害時における協力体制に関する協定
	(一社)北海道土木コンクリートブロック協会
	H29.1.27
	総務部
	

	5-14
	
	災害時における相互協力に関する協定
	北海道公立大学法人札幌医科大学
	H29.12.20
	総務部
	

	5-15
	
	災害時における協力体制に関する基本協定
	北海道維持管理業務連絡協議会
	H30.3.22
	建設部
	



	
	
	

	番号
	頁
	現行計画(令和３年４月)
	修正案
	改正理由
	重要度
	備　考

	
	
	
	
		5-16
	
	災害時における下水道管路施設の復旧支援協力に関する協定
	(公社)日本下水道管路管理業協会
	H30.3.23
	建設部
	

	5-17
	
	災害時における下水道施設の技術支援協力に関する協定
	(一社)全国上下水道コンサルタント協会北海道支部
	H30.3.23
	建設部
	

	5-18
	
	災害時における協力体制に関する基本協定
	(一社)日本砕石協会、(一社)日本砂利協会
	H31.1.25
	建設部
	

	5-19
	
	災害時における協力体制に関する基本協定
	(一社)プレストレスト・コンクリート建設業協会北海道支部
	H31.3.26
	建設部
	

	5-20
	
	公共土木施設災害復旧事業支援に関する協定
	(一財)北海道建設技術センター
	H28.9.7
	建設部
	

	5-21
	
	北海道とAUTHENTIC JAPAN株式会社との消防活動等の協力に関する協定
	AUTHENTIC JAPAN㈱
	R2.4.9
	総務部
	

	5-22
	
	循環型地域社会の形成に関する協定
	太平洋セメント㈱、北斗市
	R2.12.24
	環境生活部
	

	5-23
	
	災害時等における解体・撤去等に関する協定
	(一社)北海道解体工事業協会
	R3.3.29
	総務部
	

	5-24
	
	大規模災害発生時における災害廃棄物の処理等の協力に関する協定
	（公社）北海道浄化槽協会（一社）北海道環境保全協会北海道環境整備事業協同組合
	R3.4.26
	環境生活部
	

	5-25
	
	災害時等における車両等の排除業務に関する協定
	全日本ロータス同友会北海道ブロック
	R5.3.13
	総務部
	

	5-26
	
	災害時における協力体制に関する協定
	北海道舗装関係団体災害緊急対策連絡協議会
	R5.5.22
	建設部
	

	5-27
	
	大規模災害発生時における被災自動車の撤去等に関する協定
	北海道自動車処理協同組合
	R6.1.25
	環境生活部
	

	5-28
	
	災害時等における車両等の排除業務に関する協定
	一般社団法人北海道レッカー事業組合
	R7.3.28
	総務部
	

	6-1
	葬
祭
の
支
援
	災害時における葬祭用品の供給に関する協定
	北海道葬祭業協同組合
	H14.3.29
	総務部
	

	6-2
	
	災害時における葬祭用品の供給に関する協定
	(社)全日本冠婚葬祭互助協会
	H17.11.1
	総務部
	

	6-3
	
	災害時の遺体搬送等に関する協定
	(一社)全国霊柩自動車協会
	H18.6.23
	総務部
	

	7-1
	住
宅
の
支
援
	災害時における応急仮設住宅の建設に関する協定
	(社)プレハブ建築協会
	H8.11.1
	建設部
	

	7-2
	
	災害時における民間賃貸住宅の媒介に関する協定
	(公社)北海道宅地建物取引業協会
	H23.5.2
	総務部
	

	7-3
	
	災害時における民間賃貸住宅の提供に関する協定
	(公社)全国賃貸住宅経営者協会連合会
	H24.3.27
	総務部
	

	7-4
	
	災害時における住宅の早期復興に向けた協力に関する
協定
	(独法)住宅金融支援機構
	H27.2.23
	総務部
	

	7-5
	
	災害時における応急仮設木造住宅の建設に関する協定
	(一社)全国木造建設事業協会
	H29.10.20
	建設部
	

	7-6
	
	災害時における応急仮設住宅の建設に関する協定
	（一社）日本ムービングハウス協会
	R4.11.22
	危機対策課
	

	7-7
	
	災害時における応急仮設木造住宅の建設に関する協定書
	一般社団法人日本木造住宅産業協会
	R6.3.22
	建設部
	

	8-1
	
	災害時における帰宅者支援に関する協定
	㈱壱番屋
	H20.12.17
	総務部
	

	8-3
	
	災害時における帰宅者支援に関する協定
	㈱ｾﾌﾞﾝ-ｲﾚﾌﾞﾝ･ｼｬﾊﾟン
	H20.12.17
	総務部
	

	8-4
	
	災害時における帰宅者支援に関する協定
	㈱北海道ﾌｧﾐﾘｰﾏｰト
	H20.12.17
	総務部
	

	8-5
	
	災害時における帰宅者支援に関する協定
	㈱モスフードサービス
	H20.12.17
	総務部
	

	8-6
	
	災害時における帰宅者支援に関する協定
	㈱ローソン
	H20.12.17
	総務部
	

	8-7
	
	災害時における帰宅者支援に関する協定
	㈱ダスキン(ﾐｽﾀｰﾄﾞｰﾅﾂ店)
	H24.11.1
	総務部
	

	－
	
	災害時における帰宅者支援に関する協定
	㈱セコマ
	H18.12.22
	総務部
	（再掲）



	
	
	

	番号
	頁
	現行計画(令和３年４月)
	修正案
	改正理由
	重要度
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		－
	
	災害時における物資の供給等防災に関する協力協定
	イオン北海道㈱
	H22.1.20
	総務部
	（再掲）

	－
	
	災害時における物資の供給等防災に関する協力協定
	ホーマック㈱
	H23.3.23
	総務部
	（再掲）

	－
	
	災害時における石油類燃料の供給等に関する協定
	北海道石油業協同組合連合会
	H23.12.26
	経済部
	（再掲）

	－
	
	災害時並びに日常の防災活動に関する支援及び協力協定（帰宅者支援）
	日糧製パン㈱
	H24.3.27
	総務部
	（再掲）

	9-1
	輸

送
・
保

管
	災害応急対策用貨物自動車による物資の緊急・救援輸送等に関する協定
	(公社)北海道トラック協会
	H23.10.17
	総務部
	

	9-2
	
	災害時における緊急・救援輸送等に関する協定
	北海道旅客船協会
	H24.3.27
	総務部
	

	9-3
	
	災害時における輸送車両提供の協力に関する協定
	北海道地区レンタカー協会連合会
	H25.3.25
	総務部
	

	9-4
	
	災害時における航空機による緊急輸送業務の協力に関する協定
	全日本空輸㈱
	H25.3.29
	総務部
	

	9-5
	
	災害時における航空機による緊急輸送業務の協力に関する協定
	日本航空㈱・㈱ｼﾞｪｲｴァ
	H25.3.29
	総務部
	

	9-6
	
	災害時等における船舶による輸送等に関する協定
	日本内航海運組合総連合会
	H25.9.27
	総務部
	

	9-7
	
	災害時における航空機による緊急輸送業務の協力に関する協定
	㈱AIRDO
	H26.1.29
	総務部
	

	9-8
	
	災害時における物資の保管等に関する協定
	苫小牧地区倉庫協会
	H29.7.24
	総務部
	

	9-9
	
	災害時における物資の保管等に関する協定
	小樽倉庫協会
	H30.3.19
	総務部
	

	9-10
	
	災害時における物資の保管等に関する協定
	札幌倉庫協会
	H30.3.28
	総務部
	

	9-11
	
	災害時における物資の保管等に関する協定
	道北倉庫協会
	H30.3.28
	総務部
	

	9-12
	
	災害時における物資の保管等に関する協定
	室蘭地区倉庫協会
	H30.3.28
	総務部
	

	9-13
	
	災害時における港湾荷役の支援等に関する協定
	北海道港運協会
	H30.5.2
	総務部
	

	9-14
	
	災害時における物資の保管等に関する協定
	函館倉庫協会
	H30.5.10
	総務部
	

	9-15
	
	災害時等における緊急輸送等に関する協定
	(一社)北海道ハイヤー協会
	H30.12.18
	総務部
	

	9-16
	
	災害時における物資の保管等に関する協定
	道東倉庫協会
	H31.3.29
	総務部
	

	9-17
	
	災害時における物資の保管等に関する協定
	北見地区倉庫協会
	H31.3.29
	総務部
	

	9-18
	
	災害時における電動車両等の支援に関する協定
	道内三菱自動車販売会社11社、三菱自動車工業㈱
	R2.10.28
	総務部
	

	9-19
	
	災害時における物資の保管等に関する協定
	帯広地区倉庫協会
	R5.1.10
	総務部
	

	9-20
	
	災害時におけるドローンによる支援活動に関する協定
	北海道ドローン協会
	R7.5.12
	総務部
	映像撮影・デー
タ解析含む

	9-21
	
	災害時におけるドローンによる支援活動に関する協定
	㈱YellowBuck
(現:YBデジタルインフラ㈱)
	R7.5.12
	総務部
	

	9-22
	
	災害時におけるドローンによる支援活動に関する協定
	（一社）日本UAS産業振興協議会
	R7.5.12
	総務部
	運航調整含む

	9-23
	
	災害時におけるバスによる人員等の輸送に関する協定
	（一社）北海道バス協会
	R7.10.27
	総務部
	

	9-24
	
	災害時等における物資の保管等に関する協定
	北海道冷凍事業協会
	R8.2.18
	総務部
	

	9-25
	
	災害時等における物資の輸送・荷役等に関する協定
	（一社）AZ-COMネットワーク
	R8.2.27
	総務部
	

	10-1
	そ
の
他
	災害時における石油類燃料の供給等に関す協定
	北海道石油業協同組合連合会
	H23.12.26
	経済部
	燃料、帰宅者支援含む

	10-2
	
	災害時における被災者支援のための行政書士業務に関する協定
	北海道行政書士会
	H26.1.29
	総務部
	相談

	10-3
	
	災害等による水道施設被害に係る相互応援に関する覚書
	(公社)日本水道協会北海道地方支部
	H17.4.8
	環境生活部
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	修正案
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		10-4
	
	災害に係る情報発信等に関する協定
	ヤフー㈱
	H27.3.13
	総務部
	

	10-5
	
	災害時における相談業務の応援に関する協定
	士業7団体(弁護士、公認会計士、司法書士、不動産鑑定士、土地家屋調査士、税理
士、行政書士)
	H29.6.2
	総務部
	相談

	10-6
	
	災害時における物資の供給に関する協定
	丸玉産業㈱
	H29.8.23
	水産林務部
	合板

	10-7
	
	大規模災害時における株式会社北海道日本ハムファイターズ、株式会社ファイターズスポーツ＆エンターテイメント、北広島市及び北海道との相互連携・相互協力に関する覚書
	北海道、北広島市、株式会社北海道日本ハムファイターズ、株式会社ファイターズスポーツ＆エンターテイメント
	R2.1.24
	総務部
	

	10-8
	
	大規模災害発生時における相互協力に関する協定
	北海道電力(株)及び北海道電力ネットワーク
	R3.8.31
	総務部
	

	10-9
	
	大規模災害発生時における相互協力に関する協定
	東日本電信電話(株)北海道事業部
	R3.8.31
	総務部
	

	10-10
	
	災害時の外国人支援に関する協定
	（公社）北海道国際交流・協力総合センター
	R4.7.1
	総合政策部
	

	10-11
	
	災害派遣時の航空機の活動拠点としての道東空港使用
に関する協定

	北海道エアポート株式会社女満別空港事業所、陸上自衛隊北部方面隊、海上自衛隊大湊地方隊、航空自衛隊北部航空方面隊
	R5.3.29
	総務部
	

	10-12
	
	大規模災害時における重要システムの復旧に係る協定
	株式会社HARP
	R5.6.6
	総合政策部
	

	10-13
	
	災害時等におけるキャンピングカーの提供に関する協定
	一般社団法人　日本RV協会
	R8.1.13
	総務部
	

	11-1
	行
政
機
関

	全国都道府県における災害時等の広域応援に関する協定
	全国都道府県
	H8.7.18
	総務部
	H30. 11.9改正（最新）

	11-2
	
	大規模災害時等の北海道・東北８道県相互応援に関する協定
	北海道、東北8道県
	H7.10.31
	総務部
	H26.10.21改正（最新）

	11-3
	
	災害時等における北海道及び市町村相互の応援等に関する協定
	道及び全道179市町村
	H9.11.5
	総務部
	H27. 3.31改正（最新）

	11-4
	
	大規模災害時の連携に係る協定
	陸上自衛隊北部方面隊
	H24.6.7
	総務部
	

	11-5
	
	災害時の応援に関する協定

	財務省北海道財務局、全道179市町村
	H26.3.28
	総務部
	

	11-7
	
	北海道における災害時等の相互協力に関する協定
	北海道開発局、札幌市
	H28.12.9
	建設部
	

	11-8
	
	大規模災害に備えた北海道と陸上自衛隊北部方面隊との連携・協力に関する覚書
	陸上自衛隊北部方面隊
	H28.3.17
	総務部
	

	11-9
	
	災害派遣活動拠点としての道立公園の使用等に関する覚書
	陸上自衛隊北部方面隊
	R4.3.10
	総務部
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